
 廃室発第４４号 

令和２年９月１８日 

 

原子力規制委員会 殿 

 

所 在 地  東京都台東区上野五丁目２番１号 

申請者名  日 本 原 子 力 発 電 株 式 会 社 

代 表 者  取 締 役 社 長  村 松  衛 

 

東海発電所 廃止措置計画変更認可申請書 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第４３条の３の３

４第３項において準用する同法第１２条の６第３項の規定に基づき，下記の

とおり東海発電所の廃止措置計画変更認可の申請をいたします。 

記 

一 氏名又は名称及び住所並びに代表者の氏名 

  氏名又は名称  日本原子力発電株式会社 

  住    所  東京都台東区上野五丁目２番１号 

  代表者の氏名  取締役社長  村 松  衛 

 

二 廃止措置に係る工場又は事業所の名称及び所在地 

  名    称  東海発電所 

  所 在 地  茨城県那珂郡東海村大字白方１番の１ 

 

三 廃止措置の対象となる発電用原子炉の名称 

  名    称  東海発電所原子炉 

 



四 変更に係る事項 

平成１８年６月３０日付け平成１８・０３・１０原第４号をもって認可

を受け，別紙１のとおり変更認可（届出を含む。）を受けた東海発電所の廃

止措置計画認可申請書の記載事項中，「六 核燃料物質の管理及び譲渡し」

を「八 核燃料物質の管理及び譲渡し」に，「七 核燃料物質による汚染の

除去」を「九 核燃料物質による汚染の除去」に，「八 核燃料物質又は核

燃料物質によって汚染された物の廃棄」を「十 核燃料物質又は核燃料物

質によって汚染された物の廃棄」に，「九 廃止措置の工程」を「十一 廃

止措置の工程」に読み替えるとともに，次の事項の記述を別紙２のとおり

変更又は追加する。 

四 廃止措置対象施設及びその敷地 

五 廃止措置対象施設のうち解体の対象となる施設及びその解体の方法 

六 性能維持施設 

七 性能維持施設の位置，構造及び設備並びにその性能並びにその性能

を維持すべき期間 

八 核燃料物質の管理及び譲渡し 

九 核燃料物質による汚染の除去 

十 核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の廃棄 

十一 廃止措置の工程 

十二 廃止措置に係る品質マネジメントシステム 

 

五 変更の理由 

(1)  実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則の一部改正に伴う変

更 

原子力利用における安全対策の強化のための核原料物質、核燃料物質

及び原子炉の規制に関する法律等の一部を改正する法律の一部施行に

伴い，並びに核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律の

規定に基づき，及び同法を実施するため，令和２年１月23日付で実用発



電用原子炉の設置、運転等に関する規則の一部の改正が行われたことか

ら，関連する廃止措置計画認可申請書の記述の変更及び記述の追加を行

う。 

(2) 原子炉建屋排気筒の短尺化に伴う変更 

廃止措置工事の作業安全をより向上させるために原子炉建屋排気筒

の短尺化を行うことに伴い，平常時及び事故時における発電所周辺の

一般公衆の受ける線量評価を見直す。 

(3) 廃止措置の進捗に伴う性能維持施設の見直しに伴う変更 

廃止措置の進捗に伴い，一部施設の有する機能が不要となったため，

性能維持施設を見直す。 

(4) 記載の適正化 

その他，記載の適正化を行う。 

 





別紙１ 
 

東海発電所廃止措置計画変更認可（届出を含む。）の経緯 
 

 認 可（届 出）   年 月 日 認   可   番   号 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

平成 18 年 6 月 30 日 

平成 22 年 7 月 30 日（届 出） 

平成 25 年 3 月 8 日 

平成 25 年 12 月 19 日（届 出） 

平成 27 年 7 月 8 日（届 出） 

平成 29 年 9 月 21 日（届 出） 

平成 31 年 2 月 28 日（届 出） 

平成 31 年 3 月 14 日（届 出） 

令和 2 年 3 月 26 日 

平成 18･03･10 原第 4 号 

－ 

原管廃収第 130131007 号 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

原規規発第 2003263 号 

 
 





注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

四 廃止措置対象施設及びその敷地 

 

１ 廃止措置対象施設及びその敷地の範囲 

東海発電所の廃止措置対象施設の範囲は，原子炉本体，熱交換器等の原子炉設置

許可又は原子炉設置変更許可を受けた原子炉並びにその附属施設及びタービン，屋

外開閉所等その他の施設である。ただし，東海第二発電所との共用施設及び汚染の

ない建屋地下部並びに建屋基礎は除く。廃止措置対象施設を表４－３に示す。 

東海発電所の敷地面積は，約 10 万 m２である。東海発電所の敷地及び廃止措置対

象施設の配置を図４－１に示す。 

 

四 廃止措置対象施設及びその敷地 

 

１ 廃止措置対象施設及びその敷地の範囲 

東海発電所の廃止措置対象施設の範囲は，原子炉本体，熱交換器等の原子炉設置

許可又は原子炉設置変更許可を受けた原子炉並びにその附属施設及びタービン，屋

外開閉所等その他の施設である。ただし，東海第二発電所との共用施設は除く。廃止

措置対象施設を表４－３に示す。 

東海発電所の敷地面積は，約 10 万 m２である。東海発電所の敷地及び廃止措置対

象施設の配置を図４－１に示す。 

 

 

 

 

記載の適正

化（本文五

において，

「廃止措置

対象施設の

うち解体の

対象とする

施設は，廃

止措置対象

施設の全て

（汚染のな

い建屋地下

部及び基礎

（中略）は

除く）」と記

載している

ため，本文

四の廃止措

置対象の範

囲から「及

び汚染のな

い建屋地下

並びに建屋

基礎」の記

載を削除） 

- 1 -

別紙２



注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

五 廃止措置対象施設のうち解体の対象となる施設及びその解体の方法 

 

東海発電所の廃止措置は，次の基本方針に基づいて実施する。 

東海発電所の廃止措置は，「核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」

（以下「原子炉等規制法」という。），「核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関す

る法律施行令」，「実用発電用原子炉の設置，運転等に関する規則」等関係法令及び「核原

料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関する規則等の規定に基づく線量限度等を定める告

示」等関係告示の要求を満足するとともに，原子力安全委員会決定「原子炉施設の解体に

係る安全確保の基本的考え方」（平成 13 年 8 月 6 日一部改訂）に適合するようにする。 

東海発電所の廃止措置計画は，公衆及び放射線業務従事者の放射線被ばくを低減するよ

うに，適切な解体撤去工法及び解体撤去手順を策定することとする。さらに，解体中にお

いて保安のために必要な原子炉施設を適切に維持管理するとともに，放射線管理及び放射

性廃棄物管理は，運転期間中と同様に関連法令及び告示を遵守する。廃止措置工事を安

全・確実に実施するために各種装置を導入する場合は，それらの機器・装置の機能等に応

じて日本産業規格等の規格及び基準に準拠する。 

廃止措置の実施に当たっては，これらの管理の運用について東海発電所原子炉施設保

安規定（以下「保安規定」という。）に定めて，これに基づき適切な品質保証活動のもと

実施する。 

廃止措置対象施設のうち解体の対象とする施設は，廃止措置対象施設の全て（汚染のな

い建屋地下部及び基礎並びに取水路及び放水路の一部は除く。）である。解体対象施設を図

５－２に示す。 

 

五 廃止措置対象施設のうち解体の対象となる施設及びその解体の方法 

 

東海発電所の廃止措置は，次の基本方針に基づいて実施する。 

東海発電所の廃止措置は，「核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」

（以下「原子炉等規制法」という。），「核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関す

る法律施行令」，「実用発電用原子炉の設置，運転等に関する規則」等関係法令及び「核原

料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関する規則等の規定に基づく線量限度等を定める告

示」等関係告示の要求を満足するとともに，原子力安全委員会決定「原子炉施設の解体に

係る安全確保の基本的考え方」（平成 13 年 8 月 6 日一部改訂）に適合するようにする。 

東海発電所の廃止措置計画は，公衆及び放射線業務従事者の放射線被ばくを低減するよ

うに，適切な解体撤去工法及び解体撤去手順を策定することとする。さらに，解体中にお

いて保安のために必要な原子炉施設を適切に維持管理するとともに，放射線管理及び放射

性廃棄物管理は，運転期間中と同様に関連法令及び告示を遵守する。廃止措置工事を安

全・確実に実施するために各種装置を導入する場合は，それらの機器・装置の機能等に応

じて日本産業規格等の規格及び基準に準拠する。 

廃止措置の実施に当たっては，これらの管理の運用について東海発電所原子炉施設保

安規定（以下「保安規定」という。）に定めて，これに基づき適切な品質マネジメントシ

ステムのもと実施する。 

廃止措置対象施設のうち解体の対象とする施設は，廃止措置対象施設の全て（汚染のな

い建屋地下部及び基礎並びに取水路及び放水路の一部は除く。）である。解体対象施設を図

５－２に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実用炉規則

の改正に伴

う変更（「品

質保証活動」

を「品質マネ

ジメントシ

ステム」に変

更） 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

以上のとおりの解体方法を基本として廃止措置を実施する計画であるが，実施に当たっ

ては，安全を 優先することとする。工事の実施においては保安規定に従って，保安管理体

制を整備し，品質保証活動を実施することとする。なお，廃止措置期間を通して「添付書類 

六 廃止措置期間中に機能を維持すべき原子炉施設及びその性能並びにその性能を維持す

べき期間に関する説明書」に基づき必要な期間その性能を維持することとする。 

以上のとおりの解体方法を基本として廃止措置を実施する計画であるが，実施に当たっ

ては，安全を 優先することとする。工事の実施においては保安規定に従って，保安管理体

制を整備し，品質マネジメントシステムのもと実施することとする。なお，廃止措置期間を

通して「六 性能維持施設」及び「七 性能維持施設の位置，構造及び設備並びにその性能

並びにその性能を維持すべき期間」に基づき必要な期間その性能を維持することとする。

 

実用炉規則

の改正に伴

う変更（「品

質保証活動

を」を「品質

マネジメン

トシステム

のもと」に変

更） 

 

実用炉規則

の改正に伴

う変更（参照

先を添付書

類から本文

に変更） 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

 六 性能維持施設 

 

１ 性能維持施設 

廃止措置を安全に進める上で，放射性物質を内包する系統及び機器を収納する建屋・

構築物等，放射性廃棄物処理設備，放射性廃棄物貯蔵設備，換気設備，換気設備のフィ

ルタを廃止措置の進捗に応じて維持管理していく。東海第二発電所との共用施設につい

ては，東海第二発電所の発電用原子炉施設として維持管理するため，性能維持施設から

除く。 

性能維持施設に係る必要な機能及び性能の維持管理についての基本的な考え方を以下

に示す。 

 

（１）放射性物質を内包する系統及び機器を収納する建屋・構築物等について，各建屋

は当該建屋の内包する汚染を除去するまでの期間，原子炉本体（圧力容器）は原子

炉領域安全貯蔵が終了するまでの期間，放射性物質閉じ込めの機能及び性能を維持

管理する。 

 生体遮へい体は，原子炉本体等解体撤去工事が終了するまでの期間，放射線遮へ

いの機能及び性能を維持管理する。 

 取水路及び放水路について，取水路は希釈取水の機能及び性能を，放水路は希釈

放流の機能及び性能を管理区域解除工事が終了するまでの期間，維持管理する。 

（２）放射性廃棄物処理設備について，使用済燃料冷却水処理系のスラッジ貯蔵タンク

は保管している全ての放射性廃棄物を搬出するまでの期間，使用済燃料冷却水処理

系のディレイタンク，雑廃液処理系，及び洗濯廃液処理系は原子炉領域解体撤去及

び原子炉領域以外の解体撤去が終了するまでの期間，放射性廃棄物を貯留し，汚染

拡大を防止する機能及び性能を維持管理する。 

実用炉規則

の改正に伴

う変更（新規

追加） 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

 放射性液体廃棄物希釈水ポンプは，原子炉領域解体撤去及び原子炉領域以外の解

体撤去が終了するまでの期間，希釈放流の機能及び性能を維持管理する。 

（３）放射性廃棄物貯蔵設備については，保管している全ての放射性廃棄物の搬出まで

の期間，汚染拡大防止及び放射線遮へいの機能及び性能を維持管理する。 

（４）換気設備については，当該設備が設置されている建屋内の汚染の除去までの期間，

放射性物質拡散防止の機能及び性能を維持管理する。 

（５）換気設備のフィルタについて，原子炉建屋のフィルタは高性能粒子フィルタ装置

の導入までの期間，粉じんの除去の機能及び性能を維持管理する。 

 その他換気設備のフィルタは，当該設備が設置されている建屋内の汚染の除去ま

での期間，放射性粉じんの除去の機能及び性能を維持管理する。 

 

以上の基本的な考え方に基づく具体的な性能維持施設を表６－１及び表６－２に示

す。 

廃止措置の進捗に応じて，表６－１及び表６－２に示す性能維持施設を変更する場合

は，廃止措置計画に反映して変更認可を受ける。 

 

２ 性能維持施設の施設管理 

性能維持施設については，必要な期間中，必要な機能及び性能が維持できるよう，保

安規定に施設管理計画を定め，これに基づき施設管理を実施する。 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

 排気筒短尺

化に伴う性

能維持施設

の削除（排気

筒の削除） 

※変更前は

添付書類六

が相当（以

下，表６－１

及び表６－

２について

同じ） 

 

 

廃止措置工

事の進捗に

伴う性能維

持施設の削

除（陽イオン

交換器，陰イ

オン交換器

の削除） 

 

 

廃止措置工

事の進捗に

伴う性能維

持施設の削

除（蒸発固化

装置の削除）
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

廃止措置工

事の進捗に

伴う性能維

持施設の削

除（サイトバ

ンカ（ロ）の

削除） 

 

 

廃止措置工

事に必要な

性能維持施

設の維持台

数に見直し

（原子炉建

屋換気設備

（生体遮へ

い冷却空気

排風機）排風

機の維持台

数を 6から 4

に変更） 

 

 

排気筒短尺

化に伴う性

能維持施設

の削除（気象

観測設備－

気象観測機

能－地上高

さ約 80m の

風向風速計

（記録計））
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

廃止措置工

事の進捗に

伴う性能維

持施設の削

除（雑廃液処

理系凝縮器

（蒸発固化

装置）の削

除） 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

 

 

廃止措置工

事の進捗に

伴う性能維

持施設の削

除（サイトバ

ンカ（ロ）換

気設備排風

機及びフィ

ルタの削除）
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

 

 

廃止措置工

事の進捗に

伴う性能維

持施設の削

除（メンテナ

ンスシャフ

ト室換気設

備排風機及

びフィルタ

の削除） 

 

 

廃止措置工

事の進捗に

伴う性能維

持施設の削

除（固化処理

建屋槽類換

気設備排風

機及びフィ

ルタの削除）

 

 

その他，東海

第二発電所

との共用施

設について

削除 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

 七 性能維持施設の位置，構造及び設備並びにその性能並びにその性能を維持すべき期間 

 

性能維持施設の位置，構造及び設備並びにその性能並びにその性能を維持すべき期間

は，表６－１及び表６－２に示すとおりである。 

表６－１及び表６－２に示す性能維持施設は，原子炉設置許可等を受けて設計・製作

されたものであり，これを引き続き使用するため，その性能維持施設の仕様等として，設

置時の仕様及び廃止措置時に必要な台数を「位置，構造及び設備」欄に示すとともに，廃

止措置段階において必要となる機能を「機能」欄に示す。 

この性能維持施設を維持管理し，使用することを前提としていることから，性能維持

施設の性能は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」等を参考

に，廃止措置段階で求められる機能を維持管理するために必要となる状態を示す。 

廃止措置の進捗に応じて，表６－１及び表６－２に示す性能維持施設の位置，構造及

び設備並びにその性能並びにその性能を維持すべき期間について変更する場合は，廃止措

置計画に反映して変更認可を受ける。 

 

実用炉規則

の改正に伴

う変更（新規

追加） 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

六 核燃料物質の管理及び譲渡し 

「四 ２ 廃止措置対象施設及びその敷地の状況」に記したとおり，廃止措置対象施設か

ら全ての燃料を搬出済みであり，廃止措置対象施設内には燃料は存在しない。また，今後

も廃止措置対象施設内には燃料を持ち込まない。 

八 核燃料物質の管理及び譲渡し 

「四 ２ 廃止措置対象施設及びその敷地の状況」に記したとおり，廃止措置対象施設か

ら全ての燃料を搬出済みであり，廃止措置対象施設内には燃料は存在しない。また，今後

も廃止措置対象施設内には燃料を持ち込まない。 

 

本文追加に

伴う番号の

変更 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

七 核燃料物質による汚染の除去 

１ 核燃料物質による汚染の除去及び解体撤去の方法と手順 

汚染している施設の解体撤去は，廃止措置の基本方針に基づき，公衆及び放射線業務

従事者の放射線被ばくを低減するように，適切な解体撤去工法及び解体手順を策定して

行う。 

核燃料物質による汚染の除去及び解体撤去の対象施設は，表７－１に示す廃止措

置対象施設であって，管理区域内の全ての施設である。 

東海発電所の汚染状況は図４－３に示すように原子炉領域には放射能レベルが比

較的高い汚染がある。そこで，原子炉領域の設備・機器は安全貯蔵後，遠隔操作装置

を用いて熱的切断装置又は機械的切断装置で切断等して，取り出すことで解体撤去

する。原子炉領域以外の設備・機器については，工具等を用いて分解・取り外し，熱

的切断装置もしくは機械的切断装置で切断又はブレーカ等で破砕等することによ

り，解体撤去する。汚染のある建屋・構築物については，はつり装置によるはつり等

の方法で汚染を除去する。 

各工事は，作業区域の線量当量率や対象施設の汚染の程度に応じて次項に記す安

全確保対策を講じた上で，表７－２に示した核燃料物質による汚染の除去及び解体

撤去の工事方法により，図７－１に示した汚染の除去及び解体撤去の工事等の主要

な手順に沿って実施する。 

 

九 核燃料物質による汚染の除去 

１ 核燃料物質による汚染の除去及び解体撤去の方法と手順 

汚染している施設の解体撤去は，廃止措置の基本方針に基づき，公衆及び放射線業務

従事者の放射線被ばくを低減するように，適切な解体撤去工法及び解体手順を策定して

行う。 

核燃料物質による汚染の除去及び解体撤去の対象施設は，表９－１に示す廃止措

置対象施設であって，管理区域内の全ての施設である。 

東海発電所の汚染状況は図４－３に示すように原子炉領域には放射能レベルが比

較的高い汚染がある。そこで，原子炉領域の設備・機器は安全貯蔵後，遠隔操作装置

を用いて熱的切断装置又は機械的切断装置で切断等して，取り出すことで解体撤去

する。原子炉領域以外の設備・機器については，工具等を用いて分解・取り外し，熱

的切断装置もしくは機械的切断装置で切断又はブレーカ等で破砕等することによ

り，解体撤去する。汚染のある建屋・構築物については，はつり装置によるはつり等

の方法で汚染を除去する。 

各工事は，作業区域の線量当量率や対象施設の汚染の程度に応じて次項に記す安

全確保対策を講じた上で，表９－２に示した核燃料物質による汚染の除去及び解体

撤去の工事方法により，図９－１に示した汚染の除去及び解体撤去の工事等の主要

な手順に沿って実施する。 

 

本文追加に

伴う番号の

変更 

 

 

 

 

本文追加に

伴う番号の

変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本文追加に

伴う番号の

変更 

本文追加に

伴う番号の

変更 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

表７－１ 核燃料物質による汚染の除去及び解体撤去の対象施設（１／２） 
（１）原子炉設置許可又は原子炉設置変更許可を受けた施設 

建屋名称※１（対象施設） 設備名称※１ 備 考 

原  

子  

炉  

建  

屋 

<原子炉室> 

・<炉内挿入物>（制御棒，緊急時停止装置） 
・原子炉本体（黒鉛ブロック，圧力容器） 

・ガスダクト（生体遮へい体の内側） 
・生体遮へい体 

管理区域

<原子炉 
サービス建屋> 

・生体遮へい冷却空気排風機 
・制御棒駆動装置 
・核計測装置 
・蓄電池（正常時，非常時） 
・地震検知装置 
・排気筒モニタ 

<燃料取扱建屋> 

・破損燃料検出装置 
・冷却材清浄装置 
・核計測装置 
・地震検知装置 
・黒鉛スリーブ貯蔵庫 [C-1] 
・固体廃棄物貯蔵庫 [E] 
・燃料スワラー貯蔵庫 

<熱交換器建屋> 

・熱交換器 
・ガスダクト（生体遮へい体の外側） 
・炭酸ガス循環機 
・排気筒 

使用済燃料冷却池建屋 

・冷却池 
・サイトバンカ（ロ） 
・燃料スプリッタ貯蔵庫 
・黒鉛スリーブ貯蔵庫 [C-2] 

放射性廃液処理建屋 
・使用済燃料冷却水処理系 
・雑廃液処理系 
・洗濯廃液処理系 

固化処理建屋 ・蒸発固化装置 
サイトバンカ建屋 ・サイトバンカ（イ） 
燃料貯蔵倉庫 － 
ドラム貯蔵庫 － 

※１ 建屋名称及び設備名称の< >内の名称は，解体届で用いた名称。 
 

表９－１ 核燃料物質による汚染の除去及び解体撤去の対象施設（１／２） 
（１）原子炉設置許可又は原子炉設置変更許可を受けた施設 

建屋名称※１（対象施設） 設備名称※１ 備 考 

原  

子  

炉  

建  

屋 

<原子炉室> 

・<炉内挿入物>（制御棒，緊急時停止装置） 
・原子炉本体（黒鉛ブロック，圧力容器） 

・ガスダクト（生体遮へい体の内側） 
・生体遮へい体 

管理区域 

<原子炉 
サービス建屋> 

・生体遮へい冷却空気排風機 
・制御棒駆動装置 
・核計測装置 
・蓄電池（正常時，非常時） 
・地震検知装置 
・排気筒モニタ 

<燃料取扱建屋> 

・破損燃料検出装置 
・冷却材清浄装置 
・核計測装置 
・地震検知装置 
・黒鉛スリーブ貯蔵庫 [C-1] 
・固体廃棄物貯蔵庫 [E] 
・燃料スワラー貯蔵庫 

<熱交換器建屋> 

・熱交換器 
・ガスダクト（生体遮へい体の外側） 
・炭酸ガス循環機 
・排気筒 

使用済燃料冷却池建屋 

・冷却池 
・サイトバンカ（ロ） 
・燃料スプリッタ貯蔵庫 
・黒鉛スリーブ貯蔵庫 [C-2] 

放射性廃液処理建屋 
・使用済燃料冷却水処理系 
・雑廃液処理系 
・洗濯廃液処理系 

固化処理建屋 ・蒸発固化装置 
サイトバンカ建屋 ・サイトバンカ（イ） 
燃料貯蔵倉庫 － 
ドラム貯蔵庫 － 

※１ 建屋名称及び設備名称の< >内の名称は，解体届で用いた名称。 
 

本文追加に

伴う番号の

変更 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

表７－１ 核燃料物質による汚染の除去及び解体撤去の対象施設（２／２） 
（２）その他の主要な施設 

建屋名称（対象施設） 主要設備名称 備 考 

原
子
炉
建
屋 

原子炉室 ・燃料取替機トランスポータ 

管理区域

燃料取扱建屋 

・非常用炭酸ガス貯蔵タンク 
・原子炉補機冷却水機器 
・燃料装填準備装置 
・燃料分離設備 

使用済燃料冷却池建屋 ・スキップトランスポータ 

固化処理建屋 ・廃液受入設備 
・モルタル充填装置 

サイトバンカ建屋 ・クレーン 
燃料貯蔵倉庫 ・ホイスト 
サービス建屋 ・洗濯設備 
ホットワークショップ建屋 ・クレーン 
空調機械建屋 － 
保修機材倉庫 － 
第３号補助ボイラ建屋 ・補助ボイラ 

 
 

表９－１ 核燃料物質による汚染の除去及び解体撤去の対象施設（２／２） 
（２）その他の主要な施設 

建屋名称（対象施設） 主要設備名称 備 考 

原
子
炉
建
屋 

原子炉室 ・燃料取替機トランスポータ 

管理区域 

燃料取扱建屋 

・非常用炭酸ガス貯蔵タンク 
・原子炉補機冷却水機器 
・燃料装填準備装置 
・燃料分離設備 

使用済燃料冷却池建屋 ・スキップトランスポータ 

固化処理建屋 ・廃液受入設備 
・モルタル充填装置 

サイトバンカ建屋 ・クレーン 
燃料貯蔵倉庫 ・ホイスト 
サービス建屋 ・洗濯設備 
ホットワークショップ建屋 ・クレーン 
空調機械建屋 － 
保修機材倉庫 － 
第３号補助ボイラ建屋 ・補助ボイラ 

 
 

本文追加に

伴う番号の

変更 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

表
７

－
２

 
核

燃
料

物
質

に
よ

る
汚

染
の

除
去

及
び

解
体

撤
去

の
工

事
方

法
（

１
／

１
２

）
 

  

表
９

－
２

 
核

燃
料

物
質

に
よ

る
汚

染
の

除
去

及
び

解
体

撤
去

の
工

事
方

法
（

１
／

１
２

）
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本文追加に

伴う番号の

変更 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

表
７

－
２

 
核

燃
料

物
質

に
よ

る
汚

染
の

除
去

及
び

解
体

撤
去

の
工

事
方

法
（

２
／

１
２

）
 

表
９

－
２

 
核

燃
料

物
質

に
よ

る
汚

染
の

除
去

及
び

解
体

撤
去

の
工

事
方

法
（

２
／

１
２

）
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本文追加に

伴う番号の

変更 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

表
７

－
２

 
核

燃
料

物
質

に
よ

る
汚

染
の

除
去

及
び

解
体

撤
去

の
工

事
方

法
（

３
／

１
２

）
 

表
９

－
２

 
核

燃
料

物
質

に
よ

る
汚

染
の

除
去

及
び

解
体

撤
去

の
工

事
方

法
（

３
／

１
２

）
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本文追加に

伴う番号の

変更 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

表
７

－
２

 
核

燃
料

物
質

に
よ

る
汚

染
の

除
去

及
び

解
体

撤
去

の
工

事
方

法
（

４
／

１
２

）
 

 

表
９

－
２

 
核

燃
料

物
質

に
よ

る
汚

染
の

除
去

及
び

解
体

撤
去

の
工

事
方

法
（

４
／

１
２

）
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

表
７

－
２

 
核

燃
料

物
質

に
よ

る
汚

染
の

除
去

及
び

解
体

撤
去

の
工

事
方

法
（

５
／

１
２

）
 

表
９

－
２

 
核

燃
料

物
質

に
よ

る
汚

染
の

除
去

及
び

解
体

撤
去

の
工

事
方

法
（

５
／

１
２

）
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

表
７

－
２

 
核

燃
料

物
質

に
よ

る
汚

染
の

除
去

及
び

解
体

撤
去

の
工

事
方

法
（

６
／

１
２

）
 

表
９

－
２

 
核

燃
料

物
質

に
よ

る
汚

染
の

除
去

及
び

解
体

撤
去

の
工

事
方

法
（

６
／

１
２

）
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本文追加に

伴う番号の

変更 

 

- 22 -



注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

表
７

－
２

 
核

燃
料

物
質

に
よ

る
汚

染
の

除
去

及
び

解
体

撤
去

の
工

事
方

法
（

７
／

１
２

）
 

表
９

－
２

 
核

燃
料

物
質

に
よ

る
汚

染
の

除
去

及
び

解
体

撤
去

の
工

事
方

法
（

７
／

１
２

）
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

表
７

－
２

 
核

燃
料

物
質

に
よ

る
汚

染
の

除
去

及
び

解
体

撤
去

の
工

事
方

法
（

８
／

１
２

）
 

 

表
９

－
２

 
核

燃
料

物
質

に
よ

る
汚

染
の

除
去

及
び

解
体

撤
去

の
工

事
方

法
（

８
／

１
２

）
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

表
７

－
２

 
核

燃
料

物
質

に
よ

る
汚

染
の

除
去

及
び

解
体

撤
去

の
工

事
方

法
（

９
／

１
２

）
 

表
９

－
２

 
核

燃
料

物
質

に
よ

る
汚

染
の

除
去

及
び

解
体

撤
去

の
工

事
方

法
（

９
／

１
２

）
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

表
７

－
２

 
核

燃
料

物
質

に
よ

る
汚

染
の

除
去

及
び

解
体

撤
去

の
工

事
方

法
（

１
０

／
１

２
）

 
 

表
９

－
２

 
核

燃
料

物
質

に
よ

る
汚

染
の

除
去

及
び

解
体

撤
去

の
工

事
方

法
（

１
０

／
１

２
）
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

表
７

－
２

 
核

燃
料

物
質

に
よ

る
汚

染
の

除
去

及
び

解
体

撤
去

の
工

事
方

法
（

１
１

／
１

２
）

 

表
９

－
２

 
核

燃
料

物
質

に
よ

る
汚

染
の

除
去

及
び

解
体

撤
去

の
工

事
方

法
（

１
１

／
１

２
）
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

表
７

－
２

 
核

燃
料

物
質

に
よ

る
汚

染
の

除
去

及
び

解
体

撤
去

の
工

事
方

法
（

１
２

／
１

２
）

 

表
９

－
２

 
核

燃
料

物
質

に
よ

る
汚

染
の

除
去

及
び

解
体

撤
去

の
工

事
方

法
（

１
２

／
１

２
）
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

                          
図

７
－

１
 
汚

染
の

除
去

及
び

解
体

撤
去

の
工

事
等

の
主

要
な

手
順

 

                          
図

９
－

１
 
汚

染
の

除
去

及
び

解
体

撤
去

の
工

事
等

の
主

要
な

手
順
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

八 核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の廃棄 

１ 放射性気体廃棄物 

 放射性気体廃棄物は，廃止措置の基本方針に基づき，法令及び告示に基づいて適切

に処理を行って管理放出する。 

１．１ 放射性気体廃棄物の種類 

原子炉の運転中及び既に実施済の解体工事で発生した放射性気体廃棄物は全て処

分済みである。 

廃止措置期間中に発生する放射性気体廃棄物は，放射化金属の切断，黒鉛ブロック

の切断，汚染金属の切断，放射化コンクリートの切断，汚染コンクリートの表面はつ

り及び原子炉の運転中に発生した放射性固体廃棄物の処理に伴う放射性粉じんであ

る。なお，廃止措置対象施設から全ての燃料が搬出されているため，放射性よう素及

び放射性希ガスは発生しない。 

１．２ 放射性気体廃棄物の処理処分の方法 

放射性気体廃棄物の処理フローを図８－１に示す。 

廃止措置期間中に発生する放射性気体廃棄物については，表７－２に示した核燃

料物質による汚染の除去及び解体撤去の工事方法に基づき，汚染拡大防止囲いを用

い，局所フィルタ等を通した後，既設建屋換気系を経由して排気筒又は排気口から大

気へ放出する。なお，安全貯蔵期間終了後においては，原子炉建屋換気系に高性能粒

子フィルタ装置を導入して，放射性気体廃棄物の放出量を低減させる。 

既設の建屋換気系が設置されていない場合及び建屋換気系を解体撤去する場合に

は，必要に応じて汚染拡大防止囲いを用い，局所フィルタ等を通した後，大気へ放出

する。 

 

十 核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の廃棄 

１ 放射性気体廃棄物 

 放射性気体廃棄物は，廃止措置の基本方針に基づき，法令及び告示に基づいて適切

に処理を行って管理放出する。 

１．１ 放射性気体廃棄物の種類 

原子炉の運転中及び既に実施済の解体工事で発生した放射性気体廃棄物は全て処

分済みである。 

廃止措置期間中に発生する放射性気体廃棄物は，放射化金属の切断，黒鉛ブロック

の切断，汚染金属の切断，放射化コンクリートの切断，汚染コンクリートの表面はつ

り及び原子炉の運転中に発生した放射性固体廃棄物の処理に伴う放射性粉じんであ

る。なお，廃止措置対象施設から全ての燃料が搬出されているため，放射性よう素及

び放射性希ガスは発生しない。 

１．２ 放射性気体廃棄物の処理処分の方法 

放射性気体廃棄物の処理フローを図１０－１に示す。 

廃止措置期間中に発生する放射性気体廃棄物については，表９－２に示した核燃

料物質による汚染の除去及び解体撤去の工事方法に基づき，汚染拡大防止囲いを用

い，局所フィルタ等を通した後，既設建屋換気系を経由して排気筒又は排気口から大

気へ放出する。なお，安全貯蔵期間終了後においては，原子炉建屋換気系に高性能粒

子フィルタ装置を導入して，放射性気体廃棄物の放出量を低減させる。 

既設の建屋換気系が設置されていない場合及び建屋換気系を解体撤去する場合に

は，必要に応じて汚染拡大防止囲いを用い，局所フィルタ等を通した後，大気へ放出

する。 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

１．３ 放射性気体廃棄物の推定放出量 

廃止措置期間中の放射性気体廃棄物の推定放出量を表８－１に示す。 

１．４ 放射性気体廃棄物の放出管理 

放射性気体廃棄物の放出に当たっては，排気筒及び排気口等において，粒子状放

射性物質濃度を測定監視し，「核原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関する規則

等の規定に基づく線量限度等を定める告示」（以下「線量告示」という。）に定める

周辺監視区域外における空気中の濃度限度を超えないように管理する。 

放射性気体廃棄物の放出管理は，廃止措置工事に伴って発生すると想定される

放射性気体廃棄物の放出による一般公衆への影響評価結果を踏まえ，日常的に測

定管理可能な観点から，γ線放出核種（Co-60 及び Cs-137）を対象として行う。

廃止措置期間中においては，表８－１に示す放出管理目標値（合計）を超えない

ように努める。 

 

１．３ 放射性気体廃棄物の推定放出量 

廃止措置期間中の放射性気体廃棄物の推定放出量を表１０－１に示す。 

１．４ 放射性気体廃棄物の放出管理 

放射性気体廃棄物の放出に当たっては，排気筒及び排気口等において，粒子状放

射性物質濃度を測定監視し，「核原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関する規則

等の規定に基づく線量限度等を定める告示」（以下「線量告示」という。）に定める

周辺監視区域外における空気中の濃度限度を超えないように管理する。 

放射性気体廃棄物の放出管理は，廃止措置工事に伴って発生すると想定される

放射性気体廃棄物の放出による一般公衆への影響評価結果を踏まえ，日常的に測

定管理可能な観点から，γ線放出核種（Co-60 及び Cs-137）を対象として行う。

廃止措置期間中においては，表１０－１に示す放出管理目標値（合計）を超えな

いように努める。 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

２．２ 放射性液体廃棄物の処理処分の方法 

放射性液体廃棄物の処理フローを図８－２に示す。 

生体遮へい体解体撤去工事に伴い発生する放射化コンクリートの湿式切断に

伴う廃液は，放射性廃液処理装置でろ過処理及び中和処理をした後，洗濯廃液処

理系で処理し，処理後の廃液は，放射性物質濃度が線量告示に定める周辺監視区

域外の水中の濃度限度を超えないことを確認して，放水口から海洋に放出する。

また，ろ過処理により発生する固体状のスラッジは，解体撤去物等搬出装置で固

体状物質として処理する。 

管理区域内作業で使用した防護服等の洗濯に伴い発生する洗濯廃液等は洗濯

廃液処理系で，また，保護マスク，靴等の洗浄に伴い発生する洗浄水及び機器ド

レン等は雑廃液処理系で処理し，処理後の廃液は，放射性物質濃度が線量告示に

定める周辺監視区域外の水中の濃度限度を超えないことを確認して，放水口から海

洋に放出する。 

２．３ 放射性液体廃棄物の推定放出量 

廃止措置期間中の放射性液体廃棄物の 大年間推定放出量を表８－２に示す。 

 

２．２ 放射性液体廃棄物の処理処分の方法 

放射性液体廃棄物の処理フローを図１０－２に示す。 

生体遮へい体解体撤去工事に伴い発生する放射化コンクリートの湿式切断に

伴う廃液は，放射性廃液処理装置でろ過処理及び中和処理をした後，洗濯廃液処

理系で処理し，処理後の廃液は，放射性物質濃度が線量告示に定める周辺監視区

域外の水中の濃度限度を超えないことを確認して，放水口から海洋に放出する。

また，ろ過処理により発生する固体状のスラッジは，解体撤去物等搬出装置で固

体状物質として処理する。 

管理区域内作業で使用した防護服等の洗濯に伴い発生する洗濯廃液等は洗濯

廃液処理系で，また，保護マスク，靴等の洗浄に伴い発生する洗浄水及び機器ド

レン等は雑廃液処理系で処理し，処理後の廃液は，放射性物質濃度が線量告示に

定める周辺監視区域外の水中の濃度限度を超えないことを確認して，放水口から海

洋に放出する。 

２．３ 放射性液体廃棄物の推定放出量 

廃止措置期間中の放射性液体廃棄物の 大年間推定放出量を表１０－２に示

す。 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

２．４ 放射性液体廃棄物の放出管理 

放射性液体廃棄物の放出に当たっては，ディレイタンクに一時貯留した後，放射

性物質の濃度を測定し，線量告示に定める周辺監視区域外の水中の濃度限度を超え

ないように管理する。 

放射性液体廃棄物の放出管理は，廃止措置工事に伴って発生すると想定される

放射性液体廃棄物の放出による一般公衆への影響評価結果を踏まえ，日常的に測

定管理可能な観点から，γ線放出核種（Co-60，Cs-137，Eu-152 及び Eu-154）

を対象として行う。廃止措置期間中においては，表８－２に示す年間放出管理目

標値（合計）を超えないように努める。 

 

２．４ 放射性液体廃棄物の放出管理 

放射性液体廃棄物の放出に当たっては，ディレイタンクに一時貯留した後，放射

性物質の濃度を測定し，線量告示に定める周辺監視区域外の水中の濃度限度を超え

ないように管理する。 

放射性液体廃棄物の放出管理は，廃止措置工事に伴って発生すると想定される

放射性液体廃棄物の放出による一般公衆への影響評価結果を踏まえ，日常的に測

定管理可能な観点から，γ線放出核種（Co-60，Cs-137，Eu-152 及び Eu-154）

を対象として行う。廃止措置期間中においては，表１０－２に示す年間放出管理

目標値（合計）を超えないように努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本文追加に

伴う番号の

変更 

- 33 -



注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

３．２ 核燃料物質によって汚染された固体状物質の処理処分の方法 

（１）原子炉の運転中に発生した放射性固体廃棄物 

原子炉の運転中に発生した放射性固体廃棄物は，その性状及び汚染レベルに

応じて，放射能レベルの比較的高い低レベル放射性廃棄物（余裕深度処分対象。

以下「Ｌ１」という。）又は放射能レベルの比較的低い低レベル放射性廃棄物

（ピット処分対象。以下「Ｌ２」という。）として，以下のとおり処理する。原

子炉の運転中に発生した放射性固体廃棄物の処理フローを図８－３に示す。 

雑固体廃棄物のうち可燃性のものは，雑固体廃棄物焼却設備（東海第二発電所と

共用）で焼却し，焼却灰は不燃性の雑固体廃棄物として処理する。 

不燃性の雑固体廃棄物（黒鉛スリーブ，使用済燃料スプリッタ，制御棒，チャー

ジシュート等含む。）のうちＬ１に相当するものは，解体撤去物等搬出装置で必

要に応じて処理を行い，廃棄体の基準に応じて処分容器に封入する。Ｌ２に相

当するものは，必要に応じて雑固体減容処理設備（東海第二発電所と共用）で処理

し，ドラム缶に固型化するか，解体撤去物等搬出装置で必要に応じて処理を行

い，廃棄体の基準に応じて処分容器に固型化する。 

放射性液体廃棄物の処理の結果発生した蒸発固化体は，セメント混練固化装置

（東海第二発電所と共用）でドラム缶に固化する。 

放射性液体廃棄物の処理の結果発生した使用済砂及び樹脂は，スラッジ貯蔵タ

ンクから取り出した後，セメント混練固化装置でドラム缶に固化する。 

 

３．２ 核燃料物質によって汚染された固体状物質の処理処分の方法 

（１）原子炉の運転中に発生した放射性固体廃棄物 

原子炉の運転中に発生した放射性固体廃棄物は，その性状及び汚染レベルに

応じて，放射能レベルの比較的高い低レベル放射性廃棄物（余裕深度処分対象。

以下「Ｌ１」という。）又は放射能レベルの比較的低い低レベル放射性廃棄物

（ピット処分対象。以下「Ｌ２」という。）として，以下のとおり処理する。原

子炉の運転中に発生した放射性固体廃棄物の処理フローを図１０－３に示す。 

雑固体廃棄物のうち可燃性のものは，雑固体廃棄物焼却設備（東海第二発電所と

共用）で焼却し，焼却灰は不燃性の雑固体廃棄物として処理する。 

不燃性の雑固体廃棄物（黒鉛スリーブ，使用済燃料スプリッタ，制御棒，チャー

ジシュート等含む。）のうちＬ１に相当するものは，解体撤去物等搬出装置で必

要に応じて処理を行い，廃棄体の基準に応じて処分容器に封入する。Ｌ２に相

当するものは，必要に応じて雑固体減容処理設備（東海第二発電所と共用）で処理

し，ドラム缶に固型化するか，解体撤去物等搬出装置で必要に応じて処理を行

い，廃棄体の基準に応じて処分容器に固型化する。 

放射性液体廃棄物の処理の結果発生した蒸発固化体は，セメント混練固化装置

（東海第二発電所と共用）でドラム缶に固化する。 

放射性液体廃棄物の処理の結果発生した使用済砂及び樹脂は，スラッジ貯蔵タ

ンクから取り出した後，セメント混練固化装置でドラム缶に固化する。 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

（２）既に実施済の解体工事で発生した核燃料物質によって汚染された固体状物質 

既に実施済の解体工事で発生した核燃料物質によって汚染された固体状物質

は，ドラム缶又は鉄箱から取り出した後，その性状及び汚染レベルに応じて区分

し，以下のとおり処理する。既に実施済の解体工事で発生した核燃料物質によっ

て汚染された固体状物質の処理フローを図８－４に示す。 

雑固体廃棄物のうち可燃性のものは，雑固体廃棄物焼却設備で焼却し，焼却灰は

不燃性の雑固体廃棄物として処理する。 

雑固体廃棄物のうち不燃性のものの処理は以下のとおり行う。 

放射性物質として扱う必要のない物については，原子炉等規制法に定める所

定の手続き及び確認を経て施設から搬出し，可能な限り再生利用に供すること

とする。 

Ｌ２に相当するものは，必要に応じて雑固体減容処理設備で処理し，ドラム缶

に固型化するか，解体撤去物等搬出装置で必要に応じて処理を行い，廃棄体の基

準に応じて処分容器に固型化する。 

放射性液体廃棄物の処理の結果発生した蒸発固化体は，セメント混練固化装置

でドラム缶に固化する。 

 

（２）既に実施済の解体工事で発生した核燃料物質によって汚染された固体状物質 

既に実施済の解体工事で発生した核燃料物質によって汚染された固体状物質

は，ドラム缶又は鉄箱から取り出した後，その性状及び汚染レベルに応じて区分

し，以下のとおり処理する。既に実施済の解体工事で発生した核燃料物質によっ

て汚染された固体状物質の処理フローを図１０－４に示す。 

雑固体廃棄物のうち可燃性のものは，雑固体廃棄物焼却設備で焼却し，焼却灰は

不燃性の雑固体廃棄物として処理する。 

雑固体廃棄物のうち不燃性のものの処理は以下のとおり行う。 

放射性物質として扱う必要のない物については，原子炉等規制法に定める所

定の手続き及び確認を経て施設から搬出し，可能な限り再生利用に供すること

とする。 

Ｌ２に相当するものは，必要に応じて雑固体減容処理設備で処理し，ドラム缶

に固型化するか，解体撤去物等搬出装置で必要に応じて処理を行い，廃棄体の基

準に応じて処分容器に固型化する。 

放射性液体廃棄物の処理の結果発生した蒸発固化体は，セメント混練固化装置

でドラム缶に固化する。 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

（３）廃止措置期間中に発生する核燃料物質によって汚染された固体状物質 

廃止措置期間中に発生する核燃料物質によって汚染された固体状物質は，そ

の性状及び汚染レベルに応じて分別管理して，以下のとおり処理する。廃止措

置期間中に発生する核燃料物質によって汚染された固体状物質の処理フローを

図８－５に示す。 

Ｌ１に相当するものは，解体撤去物等搬出装置で必要に応じて処理を行い，

廃棄体の基準に応じて処分容器に封入する。 

雑固体廃棄物のうち可燃性のものは，雑固体廃棄物焼却設備で焼却し，焼却灰は

不燃性の雑固体廃棄物として処理する。 

雑固体廃棄物のうち不燃性のものの処理は以下のとおり行う。 

放射性物質として扱う必要のない物については，原子炉等規制法に定める所

定の手続き及び確認を経て施設から搬出し，可能な限り再生利用に供すること

とする。 

Ｌ２（固体状のスラッジを含む。）に相当するものは，必要に応じて雑固体減

容処理設備で処理し，ドラム缶に固型化するか，解体撤去物等搬出装置で必要に

応じて処理を行い，廃棄体の基準に応じて処分容器に固型化する。 

 

（３）廃止措置期間中に発生する核燃料物質によって汚染された固体状物質 

廃止措置期間中に発生する核燃料物質によって汚染された固体状物質は，そ

の性状及び汚染レベルに応じて分別管理して，以下のとおり処理する。廃止措

置期間中に発生する核燃料物質によって汚染された固体状物質の処理フローを

図１０－５に示す。 

Ｌ１に相当するものは，解体撤去物等搬出装置で必要に応じて処理を行い，

廃棄体の基準に応じて処分容器に封入する。 

雑固体廃棄物のうち可燃性のものは，雑固体廃棄物焼却設備で焼却し，焼却灰は

不燃性の雑固体廃棄物として処理する。 

雑固体廃棄物のうち不燃性のものの処理は以下のとおり行う。 

放射性物質として扱う必要のない物については，原子炉等規制法に定める所

定の手続き及び確認を経て施設から搬出し，可能な限り再生利用に供すること

とする。 

Ｌ２（固体状のスラッジを含む。）に相当するものは，必要に応じて雑固体減

容処理設備で処理し，ドラム缶に固型化するか，解体撤去物等搬出装置で必要に

応じて処理を行い，廃棄体の基準に応じて処分容器に固型化する。 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

廃止措置期間を通して放射性固体廃棄物の保管量は，ドラム貯蔵庫及び固体

廃棄物貯蔵庫の保管容量を超えないように管理する。安全貯蔵期間終了時にお

けるドラム貯蔵庫及び固体廃棄物貯蔵庫保管量の推定量評価結果を表８－３

に示す。 

放射性固体廃棄物は，廃止措置期間終了までに廃棄事業者の廃棄施設に廃棄

するものとし，原子炉領域解体撤去工程前までに廃棄先を確定する。原子炉領

域解体撤去工程前に廃棄先を確定できない場合は，原子炉領域解体撤去工程に

着手せず，安全貯蔵期間を延長するよう，廃止措置計画を変更することとする。 

３．３ 核燃料物質によって汚染された固体状物質の推定発生量 

核燃料物質によって汚染された固体状物質の既保管量及び今後の推定発生量を

表８－４に示す。 

 

４ 管理の方法 

放射性気体廃棄物を適切に処理するために，既存の建屋，構築物及び換気施設を維持

管理する。必要に応じて，汚染拡大防止囲い，局所排風機，局所フィルタ及び局所排気

装置等を導入する。放射性気体廃棄物の放出管理を行うため，排気筒及び排気口等にお

いて粒子状放射性物質濃度を測定するとともに，測定に必要な放出管理用計測器を維持

管理する。 

廃止措置期間を通して放射性固体廃棄物の保管量は，ドラム貯蔵庫及び固体

廃棄物貯蔵庫の保管容量を超えないように管理する。安全貯蔵期間終了時にお

けるドラム貯蔵庫及び固体廃棄物貯蔵庫保管量の推定量評価結果を表１０－

３に示す。 

放射性固体廃棄物は，廃止措置期間終了までに廃棄事業者の廃棄施設に廃棄

するものとし，原子炉領域解体撤去工程前までに廃棄先を確定する。原子炉領

域解体撤去工程前に廃棄先を確定できない場合は，原子炉領域解体撤去工程に

着手せず，安全貯蔵期間を延長するよう，廃止措置計画を変更することとする。

３．３ 核燃料物質によって汚染された固体状物質の推定発生量 

核燃料物質によって汚染された固体状物質の既保管量及び今後の推定発生量を

表１０－４に示す。 

 

４ 管理の方法 

放射性気体廃棄物を適切に処理するために，既存の建屋，構築物及び換気施設を維持

管理する。必要に応じて，汚染拡大防止囲い，局所排風機，局所フィルタ及び局所排気

装置等を導入する。放射性気体廃棄物の放出管理を行うため，排気筒及び排気口等にお

いて粒子状放射性物質濃度を測定するとともに，測定に必要な放出管理用計測器を維持

管理する。 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図８－１ 放射性気体廃棄物の処理フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図１０－１ 放射性気体廃棄物の処理フロー 
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(a) 原子炉建屋内での汚染機器等の解体 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
    
     
(b) その他の建屋内での汚染機器等の解体 
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放射性廃液処理建屋，固化処理建屋，サービス建屋

及びホットワークショップ建屋である。 

※ 

連続試料 
採取装置 

大 気 (建屋換気系がない場合)

連続試料 
採取装置 

汚染拡大防止囲い 

- 38 -



注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

 

表８－１ 放射性気体廃棄物の推定放出量 

（単位：Bq） 

放射性核種 廃止措置期間中における推定放出量 

Co-60 1.1×1010 

Cs-137 3.6×108 

放出管理目標値（合計） 1.1×1010 
 
 

表８－２ 放射性液体廃棄物の 大年間推定放出量 

（単位：Bq/y） 

放射性核種 廃止措置期間中における 
大年間推定放出量 

H-3 3.8×1011 

C-14 6.5×107 

Fe-55 2.1×107 

Co-60 9.4×106 

Cs-137 2.9×106 

Eu-152 2.0×107 

Eu-154 1.2×106 

Pu-241 1.9×106 

全α 1.6×105 

放出管理目標値（合計）※ 3.4×107  

※ γ線放出核種（Co-60，Cs-137，Eu-152，Eu-154）の合計とする 

 

 

表１０－１ 放射性気体廃棄物の推定放出量 

（単位：Bq）

放射性核種 廃止措置期間中における推定放出量 

Co-60 1.1×1010 

Cs-137 3.6×108 

放出管理目標値（合計） 1.1×1010 
 
 

表１０－２ 放射性液体廃棄物の 大年間推定放出量 

（単位：Bq/y）

放射性核種 廃止措置期間中における 
大年間推定放出量 

H-3 3.8×1011 

C-14 6.5×107 

Fe-55 2.1×107 

Co-60 9.4×106 

Cs-137 2.9×106 

Eu-152 2.0×107 

Eu-154 1.2×106 

Pu-241 1.9×106 

全α 1.6×105 

放出管理目標値（合計）※ 3.4×107  

※ γ線放出核種（Co-60，Cs-137，Eu-152，Eu-154）の合計とする 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

表
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３
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

 
 

表８－４ 核燃料物質によって汚染された固体状物質の既保管量及び 
今後の推定発生量 

（単位：トン） 

放射能レベル区分 

既保管量(付随含む) 
今後の 

推定発生量 

合計※ 原子炉の運転中に

発生した放射性 
固体廃棄物 

既に実施済の解
体工事で発生し
た核燃料物質に
よって汚染され
た固体状物質 

廃止措置期間中
に発生する核燃
料物質によって
汚染された固体

状物質 

低レベル 
放 射 性 
廃 棄 物 

放射能レベルの

比較的高いもの

（ Ｌ １ ）

30 0 1,540 約 1,600 

放射能レベルの

比較的低いもの

（ Ｌ ２ ）

3,980 380 
[370] 

10,360
[8,580]

約 14,800 
[約 13,000] 

放射能レベルの

極めて低いもの

（ Ｌ ３ ）

－ 240 
[10] 

12,380
[12,220]

約 12,700 
[約 12,300] 

放射性物質として扱う必要
のない物 － 1,170 

[1,410] 
37,690

[39,640]
約 38,900 

[約 41,100] 

合   計 ※ 約 4,100 約 1,800 約 62,000 約 67,800 

（評価条件：原子炉停止 13 年後基準） 
注）［    ］は，解体後除染処理後の物量を示す。 

なお，今後の推定発生量には付随廃棄物を含んでいない。 
１．放射能レベル区分値については，以下のとおり。 
・Ｌ１の区分値の上限値は，「核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律施行令」第 31 条第

2 項に定める放射能濃度 
・Ｌ１とＬ２の区分値は，国内で操業されているコンクリートピット埋設施設の埋設許可条件と同等の

大放射能濃度 
・Ｌ２とＬ３の区分値は，「核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律施行令」第 31 条第 1
項に定める「固体状の物で容器に固型化していないもの」に対する濃度上限値の 10 分の 1 の濃度 

・放射性物質として扱う必要のない物の区分値は，「核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する

法律」第 61 条の 2 第 4 項に規定する「製錬事業者等における工場等において用いた資材その他の物に

含まれる放射性物質の放射能濃度についての確認等に関する規則」第 2 条に定める放射能濃度 
２．廃止措置期間中に発生する「放射性廃棄物でない廃棄物」の量は約 128,700 トンである。 

※ 合計値については，百トン単位で切り上げ（端数処理のため合計値が一致しないことがある。） 

 
 

表１０－４ 核燃料物質によって汚染された固体状物質の既保管量及び 
今後の推定発生量 

（単位：トン）

放射能レベル区分 

既保管量(付随含む) 
今後の 

推定発生量 

合計※ 原子炉の運転中に

発生した放射性 
固体廃棄物 

既に実施済の解
体工事で発生し
た核燃料物質に
よって汚染され
た固体状物質 

廃止措置期間中
に発生する核燃
料物質によって
汚染された固体

状物質 

低レベル 
放 射 性 
廃 棄 物 

放射能レベルの 
比較的高いもの 
（ Ｌ １ ） 

30 0 1,540 約 1,600

放射能レベルの 
比較的低いもの 
（ Ｌ ２ ） 

3,980 380 
[370] 

10,360 
[8,580] 

約 14,800
[約 13,000]

放射能レベルの 
極めて低いもの 
（ Ｌ ３ ） 

－ 240 
[10] 

12,380 
[12,220] 

約 12,700
[約 12,300]

放射性物質として扱う必要
のない物 － 1,170 

[1,410] 
37,690 

[39,640] 
約 38,900

[約 41,100]

合   計 ※ 約 4,100 約 1,800 約 62,000 約 67,800

（評価条件：原子炉停止 13 年後基準）

注）［    ］は，解体後除染処理後の物量を示す。 
なお，今後の推定発生量には付随廃棄物を含んでいない。 

１．放射能レベル区分値については，以下のとおり。 
・Ｌ１の区分値の上限値は，「核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律施行令」第 31 条第

2 項に定める放射能濃度 
・Ｌ１とＬ２の区分値は，国内で操業されているコンクリートピット埋設施設の埋設許可条件と同等の

大放射能濃度 
・Ｌ２とＬ３の区分値は，「核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律施行令」第 31 条第 1
項に定める「固体状の物で容器に固型化していないもの」に対する濃度上限値の 10 分の 1 の濃度 

・放射性物質として扱う必要のない物の区分値は，「核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する

法律」第 61 条の 2 第 4 項に規定する「製錬事業者等における工場等において用いた資材その他の物に

含まれる放射性物質の放射能濃度についての確認等に関する規則」第 2 条に定める放射能濃度 
２．廃止措置期間中に発生する「放射性廃棄物でない廃棄物」の量は約 128,700 トンである。 

※ 合計値については，百トン単位で切り上げ（端数処理のため合計値が一致しないことがある。） 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

九 廃止措置の工程 

東海発電所の廃止措置は，平成 17 年法律第 44 号（平成 17 年 5 月 20 日公布「核原料物

質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律の一部を改正する法律」）による法改正によ

り，この廃止措置計画の認可以降，この廃止措置計画に基づき実施し，2030 年度までに

終了する。廃止措置工程を表９－１に示す。 

なお，廃止措置は長期にわたるものであるため，表９－１の工程表の終了時期以外の時

間軸については，図７－１に記載した工事の順序を遵守して，２～３年の幅で管理しつつ

工事を実施していく。 

 

十一 廃止措置の工程 

東海発電所の廃止措置は，平成 17 年法律第 44 号（平成 17 年 5 月 20 日公布「核原料物

質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律の一部を改正する法律」）による法改正によ

り，この廃止措置計画の認可以降，この廃止措置計画に基づき実施し，2030 年度までに

終了する。廃止措置工程を表１１－１に示す。 

なお，廃止措置は長期にわたるものであるため，表１１－１の工程表の終了時期以外の

時間軸については，図９－１に記載した工事の順序を遵守して，２～３年の幅で管理しつ

つ工事を実施していく。 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

 十二 廃止措置に係る品質マネジメントシステム 

 

廃止措置期間中における東海発電所の安全を達成・維持・向上させるため，東海発電所

設置変更許可申請本文第十一号の「発電用原子炉施設の保安のための業務に係る品質管理

に必要な体制の整備に関する事項」に基づき，健全な安全文化を育成し，及び維持するた

めの活動を行う仕組みを含めた，廃止措置に係る品質マネジメントシステムを確立し，保

安規定の品質マネジメントシステム計画に定めている。 

保安規定の品質マネジメントシステム計画に基づき，廃止措置に関する保安活動の計画，

実施，評価及び改善の一連のプロセスを保安規定及び品質保証規程並びにそれらに基づく

下部規程により明確にし，これらを効果的に運用することにより，廃止措置期間中におけ

る東海発電所の安全の達成，維持及び向上を図る。 

 

実用炉規則

の改正に伴

う変更（新規

追加） 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

 添付書類三 廃止措置に伴う放射線被ばくの管理に関する説明書 

 

２．１．１ 放射性気体廃棄物に起因する実効線量 

（１）放射性気体廃棄物の発生源 

 廃止措置工事は「五 廃止措置対象施設のうち解体の対象となる施設及びその解体

の方法」，「七 核燃料物質による汚染の除去」及び「八 核燃料物質又は核燃料物質

によって汚染された物の廃棄」に記す方法に従って実施する計画である。それら工事

によって発生する放射性気体廃棄物としては，下記の作業に伴う放射性粉じんを想定

する。 

・ 放射化金属の切断 

・ 黒鉛ブロックの切断 

・ 汚染金属の切断 

・ 放射化コンクリート（生体遮へい体）の切断 

・ 汚染コンクリートの表面はつり 

・ 原子炉の運転中に発生した放射性固体廃棄物の処理 

（２）評価対象核種 

評価対象核種は，線量評価指針と同様の考え方に基づき，線量評価結果に対する寄

与の大きい主要核種を選定する。具体的には，ハンドブックの考え方を参考に，放射性

気体廃棄物に含まれる 55 核種のうち，評価被ばく経路における線量評価に対して寄与

の大きい核種から選定する。（１） 

以上のことから，放射性気体廃棄物に含まれる核種のうち，評価被ばく経路におけ

る線量評価に対する寄与割合が 90％以上となる Co-60 を評価対象核種として選定す

る。 

 

添付書類三 廃止措置に伴う放射線被ばくの管理に関する説明書 

 

２．１．１ 放射性気体廃棄物に起因する実効線量 

（１）放射性気体廃棄物の発生源 

 廃止措置工事は「五 廃止措置対象施設のうち解体の対象となる施設及びその解体

の方法」，「九 核燃料物質による汚染の除去」及び「十 核燃料物質又は核燃料物質

によって汚染された物の廃棄」に記す方法に従って実施する計画である。それら工事

によって発生する放射性気体廃棄物としては，下記の作業に伴う放射性粉じんを想定

する。 

・ 放射化金属の切断 

・ 黒鉛ブロックの切断 

・ 汚染金属の切断 

・ 放射化コンクリート（生体遮へい体）の切断 

・ 汚染コンクリートの表面はつり 

・ 原子炉の運転中に発生した放射性固体廃棄物の処理 

（２）評価対象核種 

評価対象核種は，線量評価指針と同様の考え方に基づき，線量評価結果に対する寄

与の大きい主要核種を選定する。具体的には，ハンドブックの考え方を参考に，放射性

気体廃棄物に含まれる 55 核種のうち，評価被ばく経路における線量評価に対して寄与

の大きい核種から選定する。（１） 

以上のことから，放射性気体廃棄物に含まれる核種のうち，評価被ばく経路におけ

る線量評価に対する寄与割合が 90％以上となる Co-60 を評価対象核種として選定す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

本文追加に

伴う番号の

変更 

 

- 49 -



注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

２．１．１ 放射性気体廃棄物に起因する実効線量 

（３）環境放出量評価 

 

 

ｃ．汚染拡大防止囲い内及び建屋のフィルタの捕集効率 

「七 核燃料物質による汚染の除去」に示されているように，生体遮へい体冷却空

気排風機の粒子フィルタを高性能粒子フィルタへ変更した後，炉内構造物等の原子

炉領域機器を解体撤去する計画である。また，既設の建屋換気系は工事工程に応じて

維持され，使用済燃料冷却池建屋，放射性廃液処理建屋及び固化処理建屋での機器解

体工事においては，建屋フィルタにて気体廃棄物を処理した後に放出される。それら

廃止措置の計画に基づく，各工事における換気設備の建屋フィルタの捕集効率は，表

３－１－５に示すとおりとする。 

なお，汚染拡大防止囲い設置時の汚染拡大防止囲い内局所フィルタの捕集効率に

ついては表３－１－６に示すとおりとする。 

ｄ．大気への放出方法 

各工事で発生した放射性気体廃棄物の大気への放出方法を表３－１－５に示す。原

子炉建屋内（燃料取扱建屋領域，原子炉サービス建屋領域を除く。）での工事に伴う

放出は排気筒より，それ以外の工事については各建屋排気口より行う。 

 

２．１．１ 放射性気体廃棄物に起因する実効線量 

（３）環境放出量評価 

 

 

ｃ．汚染拡大防止囲い内及び建屋のフィルタの捕集効率 

「九 核燃料物質による汚染の除去」に示されているように，生体遮へい体冷却空

気排風機の粒子フィルタを高性能粒子フィルタへ変更した後，炉内構造物等の原子

炉領域機器を解体撤去する計画である。また，既設の建屋換気系は工事工程に応じて

維持され，使用済燃料冷却池建屋，放射性廃液処理建屋及び固化処理建屋での機器解

体工事においては，建屋フィルタにて気体廃棄物を処理した後に放出される。それら

廃止措置の計画に基づく，各工事における換気設備の建屋フィルタの捕集効率は，表

３－１－５に示すとおりとする。 

なお，汚染拡大防止囲い設置時の汚染拡大防止囲い内局所フィルタの捕集効率に

ついては表３－１－６に示すとおりとする。 

ｄ．大気への放出方法 

各工事で発生した放射性気体廃棄物の大気への放出方法を表３－１－５に示す。原

子炉建屋内（燃料取扱建屋領域，原子炉サービス建屋領域を除く。）での工事に伴う

放出は排気筒より，それ以外の工事については各建屋排気口より行う。なお，排気筒

の実効線量の評価においては保守的に放出位置を地上と仮定する。 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

（５）放射性気体廃棄物による実効線量 

 

 

ｃ．気象条件 

平常時の線量計算に用いる相対濃度（χ/Q）は，東海発電所に設置されている気象観

測塔の標高 18 ｍ及び 71 m で連続観測した 1981 年 4 月から 1982 年 3 月までの 1 年

間の気象データを使用して，気象指針に従い，年間の平均値として方位別の着目地点に

ついて求める。そして，将来の集落の形成を考慮した陸側において相対濃度（χ/Q）が

大となる地点を評価地点とする。このように求めた平常時の線量計算に用いる相対濃

度（χ/Q）は，表３－１－９のとおりである。なお，上記の気象データは，平成 14・

12・26 原第 3 号（平成 15 年 7 月 17 日付）にて経済産業大臣の許可を受けた東海発電

所原子炉設置変更許可申請書で使用するとともに，近年の 10 年間（1995 年度～2004

年度）の気象資料を用いた異常年検定により，観測年（1981 年度）に異常がないこと

を確認している。 

（６） 評価結果 

以上の方法により評価した廃止措置の各工程で放出される放射性気体廃棄物の地

表沈着による発電所周辺の一般公衆の受ける外部被ばく線量を表３－１－１０に示

す。廃止措置期間中において放出する放射性気体廃棄物を保守的に 1 年間で放出した

と仮定すると，上記の線量は年間約 2μSv となる。 

 

（５）放射性気体廃棄物による実効線量 

 

 

ｃ．気象条件 

平常時の線量計算に用いる相対濃度（χ/Q）は，東海発電所に設置されている気象

観測塔の標高 18 ｍで連続観測した 2005 年 4 月から 2006 年 3 月までの 1 年間の気

象データを使用して，気象指針に従い，年間の平均値として方位別の着目地点につい

て求める。そして，将来の集落の形成を考慮した陸側において相対濃度（χ/Q）が

大となる地点を評価地点とする。このように求めた平常時の線量計算に用いる相対

濃度（χ/Q）は，表３－１－９のとおりである。なお，上記の気象データは，近年の

10 年間（2009 年度～2018 年度）の気象資料を用いた異常年検定により，観測年（2005

年度）に異常がないことを確認している。 

 

 

（６） 評価結果 

以上の方法により評価した廃止措置の各工程で放出される放射性気体廃棄物の地

表沈着による発電所周辺の一般公衆の受ける外部被ばく線量を表３－１－１０に示

す。廃止措置期間中において放出する放射性気体廃棄物を保守的に 1 年間で放出した

と仮定すると，上記の線量は年間約 5μSv となる。 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

２．１．２ 放射性気体廃棄物に起因する実効線量 

（１）放射性液体廃棄物の発生源 

廃止措置工事は「五 廃止措置対象施設のうち解体の対象となる施設及びその解体

の方法」，「七 核燃料物質による汚染の除去」及び「八 核燃料物質又は核燃料物質

によって汚染された物の廃棄」に記す方法に従って実施する計画である。それら工事

によって発生する放射性液体廃棄物としては，下記を想定する。 

・ 生体遮へい体解体撤去工事時の放射化コンクリートの湿式切断に伴う廃液 

・ 管理区域内作業で使用した防護服等の洗濯に伴い発生した洗濯廃液 

 

２．１．２ 放射性気体廃棄物に起因する実効線量 

（１）放射性液体廃棄物の発生源 

廃止措置工事は「五 廃止措置対象施設のうち解体の対象となる施設及びその解体

の方法」，「九 核燃料物質による汚染の除去」及び「十 核燃料物質又は核燃料物質

によって汚染された物の廃棄」に記す方法に従って実施する計画である。それら工事

によって発生する放射性液体廃棄物としては，下記を想定する。 

・ 生体遮へい体解体撤去工事時の放射化コンクリートの湿式切断に伴う廃液 

・ 管理区域内作業で使用した防護服等の洗濯に伴い発生した洗濯廃液 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

２．１．２ 放射性気体廃棄物に起因する実効線量 

（３）環境放出量評価 

 

 

ｃ．加圧式ろ過処理装置の除去効率 

「七 核燃料物質による汚染の除去」に示されているように，放射化コンクリート

湿式切断廃液は，加圧式ろ過処理装置により前処理する計画である。加圧式ろ過処理

装置の除去効率は，（財）原子力発電技術機構の試験結果（４）から設定する。放射性液

体廃棄物の処理フローと除去効率を図３－１－３に示す。 

 

２．１．２ 放射性気体廃棄物に起因する実効線量 

（３）環境放出量評価 

 

 

ｃ．加圧式ろ過処理装置の除去効率 

「九 核燃料物質による汚染の除去」に示されているように，放射化コンクリート

湿式切断廃液は，加圧式ろ過処理装置により前処理する計画である。加圧式ろ過処理

装置の除去効率は，（財）原子力発電技術機構の試験結果（４）から設定する。放射性液

体廃棄物の処理フローと除去効率を図３－１－３に示す。 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

２．１．３直接線及びスカイシャイン線による発電所周辺の一般公衆の受ける線量 

廃止措置工事は「五 廃止措置対象施設のうち解体の対象となる施設及びその解体

の方法」，「七 核燃料物質による汚染の除去」及び「八 核燃料物質又は核燃料物質に

よって汚染された物の廃棄」に記す方法に従って実施する計画である。原子炉領域の設

備・機器等の解体撤去工事においては，既設の建屋・構築物を維持して実施するととも

に，遠隔操作装置を導入する際には適切な遮へいを考慮することとしている。 

以上のことから，廃止措置工事における直接線及びスカイシャイン線の影響を考慮

する必要のある放射性固体廃棄物からの直接線及びスカイシャイン線について評価す

る。 

ここで，原子炉本体等解体撤去工事において発生する放射性固体廃棄物は，処分容器

に収納し，ドラム貯蔵庫，固体廃棄物貯蔵庫又は固体廃棄物作業建屋への保管の際及び

廃棄施設への搬出の際に使用済燃料冷却池建屋に一時保管することから，使用済燃料冷

却池建屋からの直接線量及びスカイシャイン線量を評価する。 

評価に当たっては，「工場又は事業所における核燃料物質等の運搬に関する措置に係

る技術的細目等を定める告示」に定められている運搬容器の表面における線量当量率の

制限値に相当する線源強度を処分容器の値として設定する。 

評価地点は，直接線及びスカイシャイン線による空間放射線量が も大きくなる使用

済燃料冷却池建屋の放射性固体廃棄物一時保管場所から も近い国道 245 号方向の周

辺監視区域境界（使用済燃料冷却池建屋の壁面からの距離：約 660 m）とする。 

評価の条件を表３－１－１９に示す。 

 

２．１．３直接線及びスカイシャイン線による発電所周辺の一般公衆の受ける線量 

廃止措置工事は「五 廃止措置対象施設のうち解体の対象となる施設及びその解体

の方法」，「九 核燃料物質による汚染の除去」及び「十 核燃料物質又は核燃料物質に

よって汚染された物の廃棄」に記す方法に従って実施する計画である。原子炉領域の設

備・機器等の解体撤去工事においては，既設の建屋・構築物を維持して実施するととも

に，遠隔操作装置を導入する際には適切な遮へいを考慮することとしている。 

以上のことから，廃止措置工事における直接線及びスカイシャイン線の影響を考慮

する必要のある放射性固体廃棄物からの直接線及びスカイシャイン線について評価す

る。 

ここで，原子炉本体等解体撤去工事において発生する放射性固体廃棄物は，処分容器

に収納し，ドラム貯蔵庫，固体廃棄物貯蔵庫又は固体廃棄物作業建屋への保管の際及び

廃棄施設への搬出の際に使用済燃料冷却池建屋に一時保管することから，使用済燃料冷

却池建屋からの直接線量及びスカイシャイン線量を評価する。 

評価に当たっては，「工場又は事業所における核燃料物質等の運搬に関する措置に係

る技術的細目等を定める告示」に定められている運搬容器の表面における線量当量率の

制限値に相当する線源強度を処分容器の値として設定する。 

評価地点は，直接線及びスカイシャイン線による空間放射線量が も大きくなる使用

済燃料冷却池建屋の放射性固体廃棄物一時保管場所から も近い国道 245 号方向の周

辺監視区域境界（使用済燃料冷却池建屋の壁面からの距離：約 660 m）とする。 

評価の条件を表３－１－１９に示す。 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

２．１．４ 平常時における発電所周辺の一般公衆の受ける線量 

放射性気体廃棄物の放出に伴う発電所周辺の一般公衆の受ける も線量評価へ

の寄与の大きい被ばく経路である地表沈着物による外部被ばくの実効線量は，廃止

措置期間中に放出される放射性粉じんが 1 年で全て放出されると仮定した保守的な

評価の結果，年間約 2μSv である。 

 

２．１．４ 平常時における発電所周辺の一般公衆の受ける線量 

放射性気体廃棄物の放出に伴う発電所周辺の一般公衆の受ける も線量評価へ

の寄与の大きい被ばく経路である地表沈着物による外部被ばくの実効線量は，廃止

措置期間中に放出される放射性粉じんが 1 年で全て放出されると仮定した保守的な

評価の結果，年間約 5μSv である。 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

２．２ 廃止措置期間中における放射線業務従事者の受ける線量 

廃止措置工事の実施においては，「五 廃止措置対象施設のうち解体の対象とな

る施設及びその解体の方法」及び「七 核燃料物質による汚染の除去」に基づき，放

射線業務従事者の被ばく低減のため，工事ごとに対策を施す。工事の方法の選定に

おいても，遠隔操作装置等の方法を採用することで，放射線業務従事者の受ける線

量は低減される。それらの対策の結果として，放射能レベルの比較的高い原子炉領域

（安全貯蔵対象）の設備・機器の解体工事（原子炉本体等及び生体遮へい体解体撤去

工事）における放射線業務従事者の受ける線量の合計は，約 1.5 人・Sv と評価する。 

 

２．２ 廃止措置期間中における放射線業務従事者の受ける線量 

廃止措置工事の実施においては，「五 廃止措置対象施設のうち解体の対象とな

る施設及びその解体の方法」及び「九 核燃料物質による汚染の除去」に基づき，放

射線業務従事者の被ばく低減のため，工事ごとに対策を施す。工事の方法の選定に

おいても，遠隔操作装置等の方法を採用することで，放射線業務従事者の受ける線

量は低減される。それらの対策の結果として，放射能レベルの比較的高い原子炉領域

（安全貯蔵対象）の設備・機器の解体工事（原子炉本体等及び生体遮へい体解体撤去

工事）における放射線業務従事者の受ける線量の合計は，約 1.5 人・Sv と評価する。
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

 
表３－１－５ 建屋フィルタの捕集効率及び放出方法 

（単位：％） 

工事件名 
建屋フィルタ 

捕集効率

（DF3） 
放出方法 

・ 原子炉領域解体準備工事のうち燃料取扱建屋

領域機器の解体撤去 
・ 燃料取扱建屋領域機器解体撤去工事 
・ 熱交換器等解体撤去工事のうちホットガスダ

クトの解体撤去 
・ 原子炉サービス建屋領域機器解体撤去工事 
・ 各建屋附帯設備等解体撤去工事 
・ 管理区域解除工事 
・ 原子炉の運転中に発生した放射性固体廃棄物の処

理のうち黒鉛スリーブの処理 

0 
建屋排気口より

放出（地上放出）

・ 燃料取替機等解体撤去工事 
・ 熱交換器等解体撤去工事のうちホットガスダ

クト以外の機器の解体撤去 
・ 原子炉領域解体準備工事のうち原子炉室の機

器の解体撤去 

0 排気筒より放出 

・ 原子炉領域解体準備工事のうち使用済燃料冷

却池建屋及び使用済燃料冷却池建屋領域機器

の解体撤去 
・ 放射性廃棄物処理設備等解体撤去工事 

99 
建屋排気口より

放出（地上放出）

・ 炉内挿入物取出撤去工事 
・ 原子炉本体等解体撤去工事 
・ 生体遮へい体解体撤去工事 
・ 原子炉の運転中に発生した放射性固体廃棄物の処

理のうち放射化金属 

99 排気筒より放出 

 

 
表３－１－５ 建屋フィルタの捕集効率及び放出方法 

（単位：％）

工事件名 
建屋フィルタ

捕集効率

（DF3） 

放出方法 
（）は評価条件

・ 原子炉領域解体準備工事のうち燃料取扱建屋

領域機器の解体撤去 
・ 燃料取扱建屋領域機器解体撤去工事 
・ 熱交換器等解体撤去工事のうちホットガスダ

クトの解体撤去 
・ 原子炉サービス建屋領域機器解体撤去工事 
・ 各建屋附帯設備等解体撤去工事 
・ 管理区域解除工事 
・ 原子炉の運転中に発生した放射性固体廃棄物の処

理のうち黒鉛スリーブの処理 

0 
建屋排気口より

放出（地上放出） 

・ 燃料取替機等解体撤去工事 
・ 熱交換器等解体撤去工事のうちホットガスダ

クト以外の機器の解体撤去 
・ 原子炉領域解体準備工事のうち原子炉室の機

器の解体撤去 

0 
排気筒より放出

（地上放出） 

・ 原子炉領域解体準備工事のうち使用済燃料冷

却池建屋及び使用済燃料冷却池建屋領域機器

の解体撤去 
・ 放射性廃棄物処理設備等解体撤去工事 

99 
建屋排気口より

放出（地上放出） 

・ 炉内挿入物取出撤去工事 
・ 原子炉本体等解体撤去工事 
・ 生体遮へい体解体撤去工事 
・ 原子炉の運転中に発生した放射性固体廃棄物の処

理のうち放射化金属 

99 
排気筒より放出

（地上放出） 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

 
表３－１－９ 平常時の線量計算に用いる相対濃度（χ/Q） 

（単位：s/m3） 

項目 排気筒放出 地上放出 

χ/Ｑ 
9.1×10-7 

（排気筒から南西方位， 
風下距離 1,130ｍ） 

1.9×10-6  

（排気筒位置から北西方位，

風下距離 660ｍ） 

 

 
表３－１－１０ 平常時における放射性気体廃棄物による発電所周辺の一般公衆 

の受ける実効線量 
（単位：μSv/y） 

工   程 実効線量 

原子炉領域解体撤去 1.5×100 

原子炉領域以外の解体撤去 2.3×10-1 

建屋等解体撤去 2.9×10-3 

原子炉の運転中に発生した放射性固体廃棄物の処理 3.2×10-1 

合 計 2.0×100 

注）雑固体減容処理設備等の東海第二発電所との共用設備で処理するものについては，東海

第二発電所で排出量をモニタリングし，被ばく管理するため，上表には含んでいない

が，東海第二発電所原子炉設置許可申請等で東海発電所寄与分の一般公衆の受ける線量

を確認している。 

 

 
表３－１－９ 平常時の線量計算に用いる相対濃度（χ/Q） 

（単位：s/m3） 

項目 地上放出 

χ/Ｑ 2.2×10-6  

（排気筒位置から北西方位，風下距離 660ｍ） 

 

 
表３－１－１０ 平常時における放射性気体廃棄物による発電所周辺の一般公衆 

の受ける実効線量 
（単位：μSv/y） 

工 程 実効線量 

  原子炉領域解体撤去 3.5×100 

  原子炉領域以外の解体撤去 5.2×10-1 

  建屋等解体撤去 3.3×10-3 

 原子炉の運転中に発生した放射性固体廃棄物の処理 7.8×10-1 

合 計 4.8×100 

注）雑固体減容処理設備等の東海第二発電所との共用設備で処理するものについては，東海

第二発電所で排出量をモニタリングし，被ばく管理するため，上表には含んでいない

が，東海第二発電所原子炉設置許可申請等で東海発電所寄与分の一般公衆の受ける線量

を確認している。 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

添付書類四 廃止措置中の過失，機械又は装置の故障，地震，火災等があった場合に発生

すると想定される事故の種類，程度，影響等に関する説明書 

 

１．１ 想定する起因事象 

東海発電所の廃止措置工事は「五 廃止措置対象施設のうち解体の対象となる施設

及びその解体の方法」，「七 核燃料物質による汚染の除去」及び「八 核燃料物質又

は核燃料物質によって汚染された物の廃棄」に記された方法に従って実施する計画で

ある。そこで，放射性核種の飛散・漏出につながる事故の起因事象として，次のものを

想定する。 

① 火災 

廃止措置対象の施設・設備は，可能な限り不燃性又は難燃性となっているため，

施設・設備の火災は想定しない。廃止措置工事において使用する可能性のある，

可燃性の工事用資機材等の火災により，汚染機器が加熱されて付着している放射

性物質が飛散することを想定する。さらに，廃止措置工事の実施に伴って放射性

粉じんが蓄積したフィルタが火災により加熱されて付着している放射性物質が

飛散することも想定する。 

 

添付書類四 廃止措置中の過失，機械又は装置の故障，地震，火災等があった場合に発生

すると想定される事故の種類，程度，影響等に関する説明書 

 

１．１ 想定する起因事象 

東海発電所の廃止措置工事は「五 廃止措置対象施設のうち解体の対象となる施設

及びその解体の方法」，「九 核燃料物質による汚染の除去」及び「十 核燃料物質又

は核燃料物質によって汚染された物の廃棄」に記された方法に従って実施する計画で

ある。そこで，放射性核種の飛散・漏出につながる事故の起因事象として，次のものを

想定する。 

① 火災 

廃止措置対象の施設・設備は，可能な限り不燃性又は難燃性となっているため，

施設・設備の火災は想定しない。廃止措置工事において使用する可能性のある，

可燃性の工事用資機材等の火災により，汚染機器が加熱されて付着している放射

性物質が飛散することを想定する。さらに，廃止措置工事の実施に伴って放射性

粉じんが蓄積したフィルタが火災により加熱されて付着している放射性物質が

飛散することも想定する。 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

１．３ 環境放出量評価 

 

（１）炉内構造物切断片の破損 

炉内構造物切断片の破損により大気へ放出される放射性物質量を以下の条件によ

り算出する。 

・放射性物質量は，「添付書類 五 核燃料物質による汚染の分布とその評価方法に関

する説明書」において，原子炉領域解体撤去工事開始時点まで減衰評価した結果に

おける炉内構造物切断片の放射性物質量とする。 

・炉内構造物切断片のうち も放射性物質量の多い制御棒が破損し，表面の酸化膜中

の放射性物質全量が剥離するものとする。 

・制御棒の表面の酸化膜厚さは 400μm とする。 

・剥離した放射性物質のうち 10%が原子炉建屋内に放射性粉じんとして飛散するもの

とする。（１） 

・原子炉建屋内に飛散した放射性粉じんは，原子炉建屋換気設備の高性能粒子フィル

タ（生体遮へい体空気冷却排風機の高性能粒子フィルタ）により除去された後，排気

筒より放出されるものとする。 

上記の条件から求めた炉内構造物切断片の破損時における放射性物質の大気放出

過程を図４－１－１示す。 

（２）原子炉建屋換気設備の高性能粒子フィルタの破損 

原子炉建屋換気設備の高性能粒子フィルタの破損により大気へ放出される放射性物

質量を以下の条件により算出する。 

・放射性物質量は，「添付書類 五 核燃料物質による汚染の分布とその評価方法に関

する説明書」において，原子炉建屋換気設備の高性能粒子フィルタ装置導入以降の工

事である原子炉領域解体撤去工事開始時点まで減衰評価した結果における汚染機器

１．３ 環境放出量評価 

 

（１）炉内構造物切断片の破損 

炉内構造物切断片の破損により大気へ放出される放射性物質量を以下の条件によ

り算出する。 

・放射性物質量は，「添付書類 五 核燃料物質による汚染の分布とその評価方法に関

する説明書」において，原子炉領域解体撤去工事開始時点まで減衰評価した結果に

おける炉内構造物切断片の放射性物質量とする。 

・炉内構造物切断片のうち も放射性物質量の多い制御棒が破損し，表面の酸化膜中

の放射性物質全量が剥離するものとする。 

・制御棒の表面の酸化膜厚さは 400μm とする。 

・剥離した放射性物質のうち 10%が原子炉建屋内に放射性粉じんとして飛散するもの

とする。（１） 

・原子炉建屋内に飛散した放射性粉じんは，原子炉建屋換気設備の高性能粒子フィル

タ（生体遮へい体空気冷却排風機の高性能粒子フィルタ）により除去された後，地上

より放出されるものとする。 

上記の条件から求めた炉内構造物切断片の破損時における放射性物質の大気放出

過程を図４－１－１に示す。 

（２）原子炉建屋換気設備の高性能粒子フィルタの破損 

原子炉建屋換気設備の高性能粒子フィルタの破損により大気へ放出される放射性物

質量を以下の条件により算出する。 

・放射性物質量は，「添付書類 五 核燃料物質による汚染の分布とその評価方法に関

する説明書」において，原子炉建屋換気設備の高性能粒子フィルタ装置導入以降の工

事である原子炉領域解体撤去工事開始時点まで減衰評価した結果における汚染機器
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

の放射性物質量をベースとする。 

・原子炉建屋換気設備 2 系統のうち 1 系統の高性能粒子フィルタが破損し，同フィル

タに捕集されている放射性粉じんの全量が原子炉建屋内に飛散するものとする。 

・切断により発生した粉じんの汚染拡大防止囲いからの漏洩分 10%（２）と局所換気装

置の高性能粒子フィルタからの漏洩分 1%が各系統のフィルタに 1/2 ずつ捕集されて

いるものとする。 

・放射性物質濃度の高い部材から解体／切断していくと仮定し，破損時点では原子炉

建屋換気設備の高性能粒子フィルタ 1 系統にフィルタの捕集可能な 大量が蓄積し

ているものとする。 

・原子炉建屋内に飛散した放射性粉じんは，その全量が排気筒より放出されるものと

する。 

上記の条件から求めた原子炉建屋換気設備の高性能粒子フィルタの破損時におけ

る放射性物質の大気放出過程を図４－１－２に示す。 

 

の放射性物質量をベースとする。 

・原子炉建屋換気設備 2 系統のうち 1 系統の高性能粒子フィルタが破損し，同フィル

タに捕集されている放射性粉じんの全量が原子炉建屋内に飛散するものとする。 

・切断により発生した粉じんの汚染拡大防止囲いからの漏洩分 10%（２）と局所換気装

置の高性能粒子フィルタからの漏洩分 1%が各系統のフィルタに 1/2 ずつ捕集されて

いるものとする。 

・放射性物質濃度の高い部材から解体／切断していくと仮定し，破損時点では原子炉

建屋換気設備の高性能粒子フィルタ 1 系統にフィルタの捕集可能な 大量が蓄積し

ているものとする。 

・原子炉建屋内に飛散した放射性粉じんは，その全量が地上より放出されるものとす

る。 

上記の条件から求めた原子炉建屋換気設備の高性能粒子フィルタの破損時におけ

る放射性物質の大気放出過程を図４－１－２に示す。 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

１．５ 実効線量評価 

 

 

（３）気象条件 

事故時の線量計算に用いる相対線量（D/Q）及び相対濃度（χ/Q）は，東海発電所に

設置されている気象観測塔の標高 18 m 及び 71 m で連続観測した 1981 年 4 月から

1982 年 3 月までの 1 年間の気象データを使用して，気象指針に従い，実効的な放出継

続時間を 1 時間として方位別の着目地点について求める。このようにして求めた値を

小さい方から累積し，その累積出現頻度が 97%にあたる値のうち，人の居住に着目し

陸側において 大となる値を評価に使用する。このように求めた事故時の線量計算に

用いる相対線量（D/Q）及び相対濃度（χ/Q）は，表４－１－４のとおりである。 

なお，上記の気象データは，平成 14・12・26 原第 3 号(平成 15 年 7 月 17 日付)に

て経済産業大臣の許可を受けた東海発電所原子炉設置変更許可申請書で使用するとと

もに，近年の 10 年間（1995 年度～2004 年度）の気象資料を用いた異常年検定によ

り，観測年（1981 年度）に異常がないことを確認している。 

１．６ 評価結果 

以上の方法により評価した事故時に放出される放射性物質による発電所周辺の一般

公衆の受ける実効線量を表４－１－５に示す。廃止措置期間中の事故時における発電

所周辺の一般公衆の受ける実効線量は，原子炉建屋換気設備の高性能粒子フィルタの

破損による事象が 大で，約 8μSv となる。 

１．５ 実効線量評価 

 

 

（３）気象条件 

事故時の線量計算に用いる相対線量（D/Q）及び相対濃度（χ/Q）は，東海発電所に

設置されている気象観測塔の標高 18 m で連続観測した 2005 年 4 月から 2006 年 3 月

までの 1 年間の気象データを使用して，気象指針に従い，実効的な放出継続時間を 1

時間として方位別の着目地点について求める。このようにして求めた値を小さい方か

ら累積し，その累積出現頻度が 97%にあたる値のうち，人の居住に着目し陸側におい

て 大となる値を評価に使用する。このように求めた事故時の線量計算に用いる相対

線量（D/Q）及び相対濃度（χ/Q）は，表４－１－４のとおりである。 

なお，上記の気象データは，近年の 10 年間（2009 年度～2018 年度）の気象資料を

用いた異常年検定により，観測年（2005 年度）に異常がないことを確認している。 

 

 

１．６ 評価結果 

以上の方法により評価した事故時に放出される放射性物質による発電所周辺の一般

公衆の受ける実効線量を表４－１－５に示す。廃止措置期間中の事故時における発電

所周辺の一般公衆の受ける実効線量は，原子炉建屋換気設備の高性能粒子フィルタの

破損による事象が 大で，約 12μSv となる。 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図４－１－１ 炉内構造物切断片の破損時における放射性物質の大気放出過程 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図４－１－１ 炉内構造物切断片の破損時における放射性物質の大気放出過程 
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大気放出量（QAi） 

 
Fe-55，Ｃo-60，Ni-63 

約 3.3×10９ Bq※ 

原子炉建屋内の飛散放射性粉じん 

炉内構造物の切断片（制御棒 1 本）の 
放射性物質量（ARi） 

 
Fe-55，Co-60，Ni-63 

約 1.4×1014 Bq 

排気筒放出 

原子炉建屋内への移行割合（FA） 10％

原子炉建屋換気設備高性能 
粒子フィルタ除去効率（DF3） 

99％ 

切断片表面からの剥離 約 2％ 
（酸化膜の割合） 

※ 端数処理を行なっているため，計算結果は一致しない。

大気放出量（QAi） 

 
Fe-55，Ｃo-60，Ni-63 

約 3.3×10９ Bq※ 

原子炉建屋内の飛散放射性粉じん 

炉内構造物の切断片（制御棒 1 本）の 
放射性物質量（ARi） 

 
Fe-55，Co-60，Ni-63 

約 1.4×1014 Bq 

地上放出 

原子炉建屋内への移行割合（FA） 10％ 

原子炉建屋換気設備高性能
粒子フィルタ除去効率（DF3） 

99％ 

切断片表面からの剥離 約 2％ 
（酸化膜の割合） 

※ 端数処理を行なっているため，計算結果は一致しない。
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図４－１－２ 原子炉建屋換気設備の高性能粒子フィルタの破損時における 
放射性物質の大気放出過程 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図４－１－２ 原子炉建屋換気設備の高性能粒子フィルタの破損時における 
放射性物質の大気放出過程 
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大気放出量（QAi） 

 
Fe-55，Co-60，Ni-63 

約 2.0×1011 Bq 

原子炉建屋内の放射性粉じん 

原子炉建屋換気設備の 1 系統の高性能粒子フィルタに

捕集された放射性粉じん（ARi） 

 
Fe-55，Co-60，Ni-63 

約 2.0×1011 Bq 

排気筒放出 

原子炉建屋内への移行割合（FA） 100％ 

大気放出量（QAi） 

 
Fe-55，Co-60，Ni-63 

約 2.0×1011 Bq 

原子炉建屋内の放射性粉じん

原子炉建屋換気設備の 1 系統の高性能粒子フィルタに

捕集された放射性粉じん（ARi） 

 
Fe-55，Co-60，Ni-63 

約 2.0×1011 Bq 

地上放出 

原子炉建屋内への移行割合（FA） 100％ 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

 
表４－１－４ 事故時の線量計算に用いる相対線量（D/Q）及び 

相対濃度（χ/Q） 
項目 単位 排気筒放出 地上放出 

Ｄ/Ｑ (Gy)/(Bq･MeV)

4.3×10-19 

（排気筒から西南西方

位， 
風下距離 930ｍ） 

5.2×10-19 

（排気筒位置から北西方

位， 
風下距離 680ｍ） 

χ/Ｑ s/m3 

1.8×10-5 

（排気筒から西南西方

位， 
風下距離 930ｍ） 

2.1×10-5 

（排気筒位置から南西方

位， 
風下距離 1,220ｍ） 

 
表４－１－５ 事故時に放出される放射性物質による 

発電所周辺の一般公衆の受ける実効線量 
（単位：μSv） 

事故事象 核種 実効線量 

炉内構造物切断片の破損 

Fe-55 1.3×10-2 

Co-60 8.5×10-2 

Ni-63 6.6×10-4 

合計 9.8×10-2 

原子炉建屋換気設備の 
高性能粒子フィルタの破損 

Fe-55 6.7×10-1 

Co-60 7.0×100 

Ni-63 1.2×10-1 

合計 7.8×100 

外部電源喪失による 
換気系のバイパス放出 

Fe-55 4.0×10-1 

Co-60 2.7×100 

Ni-63 2.1×10-2 

合計 3.1×100 
 

 
表４－１－４ 事故時の線量計算に用いる相対線量（D/Q）及び 

相対濃度（χ/Q） 
 
 
 
 
 
 
 

 
表４－１－５ 事故時に放出される放射性物質による 

発電所周辺の一般公衆の受ける実効線量 
（単位：μSv） 

事故事象 核種 実効線量 

炉内構造物切断片の破損 

Fe-55 2.0×10-2 

Co-60 1.3×10-1 

Ni-63 1.0×10-3 

合計 1.5×10-1 

原子炉建屋換気設備の 
高性能粒子フィルタの破損 

Fe-55 1.0×100 

Co-60 1.1×101 

Ni-63 1.8×10-1 

合計 1.2×101 

外部電源喪失による 
換気系のバイパス放出 

Fe-55 5.5×10-1 

Co-60 3.7×100 

Ni-63 2.9×10-2 

合計 4.3×100 
 

項目 単位 地上放出 

Ｄ/Ｑ (Gy)/(Bq･MeV) 7.1×10-19 

（排気筒位置から西北西方位，風下距離 520ｍ） 

χ/Ｑ s/m3 2.8×10-5 

（排気筒位置から南西方位，風下距離 1,220ｍ） 

 

 

 

 

排気筒短尺

化に伴う評

価結果パラ

メータの変

更 

 

 

 

 

 

排気筒短尺

化に伴う評

価結果の更

新 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

添付書類六 廃止措置期間中に機能を維持すべき発電用原子炉施設及びその性能並びにそ

の性能を維持すべき期間に関する説明書 

 

廃止措置の基本方針に基づき，廃止措置期間中に機能を維持すべき原子炉施設及びそ

の性能並びにその性能を維持すべき期間を示す。合わせて，廃止措置を実施するために

必要な主要施設及びその性能並びにその性能を維持すべき期間を示す。 

廃止措置期間中に機能を維持すべき原子炉施設及び廃止措置を実施するために必要な

施設は，公衆及び放射線業務従事者の放射線被ばくを低減するとともに，核燃料物質に

よって汚染された物の処理及び各種作業の実施に対する安全の確保のため，東海発電所

の汚染の除去及び解体撤去の方法並びに核燃料物質によって汚染された物の廃棄の方法

に基づいて必要な期間，所要の性能を維持管理する。それら施設が機能の劣化又は故障

等を生じた場合，速やかに補修又は必要な機能を有するものへ取替えを実施して維持管

理する。 

 

放射性気体廃棄物を適切に処理するために，原子炉建屋等の建屋，構築物及び換気施

設を維持管理する。放射性液体廃棄物を適切に処理するために，洗濯廃液処理系等の放

射性廃液処理設備を維持管理する。放射性気体及び液体廃棄物を放出管理するため，試

料放射能測定装置等の測定に必要な放出管理用計測装置を維持管理する。 

放射性固体廃棄物を適切に処理するために，雑固体減容処理設備等の廃棄物処理施設

を維持管理する。放射性固体廃棄物を適切に貯蔵保管するために，固体廃棄物貯蔵庫等

の廃棄物貯蔵設備を維持管理する。 

施設内外の放射線を監視すること及び放射線業務従事者の被ばく管理を行うため，サ

ーベイメータ等の放射線管理設備を維持管理する。 

これら施設の維持管理に当たっては，保安規定にて保守管理の方法を定め，これに基

添付書類六 性能維持施設及びその性能並びにその性能を維持すべき期間に関する説明書 

 

１ 維持管理に関する内容 

廃止措置の段階に応じて性能維持施設に要求される機能を考慮した，性能維持施設が維持

すべき性能及びその性能を維持すべき期間について以下に示す。 

 

２ 廃止措置期間中に維持管理すべき施設 

性能維持施設は，「五 廃止措置対象施設のうち解体の対象となる施設及びその解体の方

法」に基づき，周辺公衆及び放射線業務従事者の被ばくの低減を図るとともに，汚染の除去

工事，解体撤去工事及び核燃料物質によって汚染された物の廃棄等の各種作業の実施に対す

る安全の確保のために，必要な期間中において，必要な機能及び性能を維持管理する。 

 

３ 性能維持施設の機能及びその性能 

（１）建屋・構築物等 

廃止措置では，放射性物質が管理されない状態で外部へ漏えいすることを防ぐ必要がある

ため，「放射性物質閉じ込め機能（常温，常圧）」を有する設備を維持管理する。 

また，廃止措置では，放射線作業従事者の受ける被ばくを低くするため「放射線遮へい機

能（常温，常圧）」を，周辺公衆の受ける被ばくを低くするため「希釈取水機能」，「希釈放流

機能」を有する設備を維持管理する。具体的な性能維持施設は下表のとおり。 

 

（原子炉設置許可又は原子炉設置変更許可を受けた原子炉施設） 

機能 性能維持施設 

放射性物質閉じ込め機能

（常温，常圧） 

原子炉建屋 

原子炉本体（圧力容器） 

実用炉規則

の改正に伴

う変更 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

づき実施することとする。 

 

廃止措置期間中に機能を維持すべき原子炉施設及びその性能並びにその性能を維持す

べき期間を施設ごとに区分して表６－１－１に示す。廃止措置を実施するために必要な

主要施設及びその性能並びにその性能を維持すべき期間を施設ごとに区分して表６－１

－２に示す。ここで，それらの施設の維持を必要としている汚染の除去及び解体撤去の

工事方法並びに核燃料物質によって汚染された物の廃棄の方法について，以下の工事方

法の区分及び廃棄の方法の区分に分けて，該当する区分記号を同表に示す。 

 

＜汚染の除去及び解体撤去の工事方法区分記号（１／２）＞ 

記号 汚染の除去及び解体撤去の工事方法 

(1) 原子炉領域安全貯蔵措置 

(2) 原子炉領域以外の解体撤去 

(2)a 燃料取扱建屋領域機器解体撤去工事 

(2)b 燃料取替機等解体撤去工事 

(2)c 熱交換器等解体撤去工事 

(2)d 解体撤去物等搬出準備工事 

(2)e 原子炉領域解体準備工事 

(2)f 原子炉サービス建屋領域機器解体撤去工事 

(2)g 各建屋附帯設備等解体撤去工事 

 

＜汚染の除去及び解体撤去の工事方法区分記号（２／２）＞ 

記号 汚染の除去及び解体撤去の工事方法 

(3) 原子炉領域解体撤去 

放射線遮へい機能（常温，

常圧） 
生体遮へい体 

 

建屋・構築物等（原子炉設置許可又は原子炉設置変更許可を受けた原子炉施設）の性能は，

以下のとおり。 

 原子炉建屋は，原子炉建屋内の放射性粉じんの漏えいを防止できること。 

 原子炉本体（圧力容器）は，圧力容器内の放射性物質の漏えいを防止できること。 

 生体遮へい体は，原子炉領域からの放射線を遮へいできること。 

 

（廃止措置を実施するために必要な主要施設） 

機能 性能維持施設 

放射性物質閉じ込め機能

（常温，常圧） 

使用済燃料冷却池建屋 

放射性廃液処理建屋 

固化処理建屋 

サービス建屋 

ホットワークショップ建屋 

希釈取水機能 取水路※１ 

希釈放流機能 放水路※１ 

※１：東海第二発電所の津波浸水対策として流動化処理土による閉塞を行う区間及び 

更なる地盤の安全性を確保するため，自主的に閉塞を行う区間を除く。 

 

建屋・構築物等（廃止措置を実施するために必要な主要施設）の性能は，以下のとおり。

 建屋は，各建屋内の放射性粉じんの漏えいを防止できること。 

 取水路（東海第二発電所の津波浸水対策として流動化処理土による閉塞を行う区間及び
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

(3)a 炉内挿入物取出撤去工事 

(3)b 原子炉本体等解体撤去工事 

(3)c 生体遮へい体解体撤去工事 

(4) 建屋等解体撤去 

(4)a 原子炉建屋換気設備解体撤去工事 

(4)b 放射性廃棄物処理設備等解体撤去工事 

(4)c 管理区域解除工事 

 

＜核燃料物質によって汚染された物の廃棄の方法区分記号＞ 

記号 核燃料物質によって汚染された物の廃棄の方法 

Ａ 放射性気体廃棄物の処理処分 

Ｂ 放射性液体廃棄物の処理処分 

Ｃ 原子炉の運転中に発生した放射性固体廃棄物の処理処分 

Ｄ 既に実施済の解体工事で発生した核燃料物質によって汚染され

た固体状物質の処理処分 

Ｅ 廃止措置期間中に発生する核燃料物質によって汚染された固体

状物質の処理処分 

 

更なる地盤の安全性を確保するため，自主的に閉塞を行う区間を除く。）は，希釈水が取

水できること。 

 放水路（東海第二発電所の津波浸水対策として流動化処理土による閉塞を行う区間及び

更なる地盤の安全性を確保するため，自主的に閉塞を行う区間を除く。）は，希釈放流水

が放流できること。 

 

（２）放射性廃棄物処理設備 

廃止措置期間中に発生する放射性液体廃棄物は，廃液の性状に応じた設備で処理し，放射

性物質の濃度を低減して環境へ放出する。このため，「放射性廃棄物を貯留し，汚染拡大を防

止する機能」，「希釈放流機能」を有する設備を維持管理する。具体的な性能維持施設は下表

のとおり。 

 

（原子炉設置許可又は原子炉設置変更許可を受けた原子炉施設） 

機能 性能維持施設 

放射性廃棄物を貯留し，汚

染拡大を防止する機能 

使用済燃料冷却水処理系 

雑廃液処理系 

洗濯廃液処理系 

 

放射性廃棄物処理設備（原子炉設置許可又は原子炉設置変更許可を受けた原子炉施設）の

性能は，以下のとおり。 

 各放射性液体廃棄物を貯留できること。 

 

（廃止措置を実施するために必要な主要施設） 

機能 性能維持施設 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

 

希釈放流機能 放射性液体廃棄物希釈設備 

 

放射性廃棄物処理設備（廃止措置を実施するために必要な主要施設）の性能は，以下のと

おり。 

 放射性液体廃棄物を希釈放流できること。 

 

（３）放射性廃棄物貯蔵設備 

廃止措置では，放射性固体廃棄物を貯蔵することから，「汚染拡大を防止し，放射線を遮へ

いする機能」を有する設備を維持管理する。具体的な性能維持施設は下表のとおり。 

 

（原子炉設置許可又は原子炉設置変更許可を受けた原子炉施設） 

機能 性能維持施設 

汚染拡大を防止し，放射線

を遮へいする機能 

黒鉛スリーブ貯蔵庫（C-1） 

黒鉛スリーブ貯蔵庫（C-2） 

固体廃棄物貯蔵庫（E） 

燃料スワラー貯蔵庫 

サイトバンカ（イ） 

燃料スプリッタ貯蔵庫 

ドラム貯蔵庫 

 

放射性廃棄物貯蔵設備（原子炉設置許可又は原子炉設置変更許可を受けた原子炉施設）の

性能は，以下のとおり。 

 各放射性固体廃棄物を保管できること。 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

 

（廃止措置を実施するために必要な主要施設） 

機能 性能維持施設 

汚染拡大を防止し，放射線

を遮へいする機能 
貯蔵孔 

 

放射性廃棄物貯蔵設備（廃止措置を実施するために必要な主要施設）の性能は，以下のと

おり。 

 制御棒等を保管できること。 

 

（４）換気設備 

廃止措置では，施設内で発生する放射性廃棄物の処理，放射性粉じんの発生の可能性があ

る解体作業等において，空気浄化が必要となる可能性がある。このため「放射性物質拡散防

止機能」を有する設備を維持管理する。具体的な性能維持施設は下表のとおり。 

 

（原子炉設置許可又は原子炉設置変更許可を受けた原子炉施設） 

機能 性能維持施設 

放射性物質拡散防止機能 原子炉建屋換気設備 

 

換気設備（原子炉設置許可又は原子炉設置変更許可を受けた原子炉施設）の性能は，以下

のとおり。 

 原子炉建屋内を換気できること。 

 

（廃止措置を実施するために必要な主要施設） 

機能 性能維持施設 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

 

放射性物質拡散防止機能 

使用済燃料冷却池建屋換気設備 

放射性廃液処理建屋換気設備 

固化処理建屋換気設備 

黒鉛スリーブ貯蔵庫及び燃料スプリッタ貯蔵庫

換気設備 

サイトバンカ（イ）Ａ，Ｂバンカ換気設備 

放射性廃液処理建屋連絡通路［Ａ］換気設備 

放射性廃液処理建屋連絡通路［Ｂ］換気設備 

放射性廃液処理建屋連絡通路［Ｃ］換気設備 

ホットワークショップ建屋換気設備 

サービス建屋２階換気設備 

 

換気設備（廃止措置を実施するために必要な主要施設）の性能は，以下のとおり。 

 各建屋等内を換気できること。 

 

（５）換気設備のフィルタ 

廃止措置では，施設内で発生する放射性廃棄物の処理，放射性粉じんの発生の可能性があ

る解体作業等において，空気浄化が必要となる可能性がある。このため「粉じんを除去する

機能」（高性能粒子フィルタ装置の導入が終了し，フィルタ装置の使用が可能となるまで），

「放射性粉じんを除去する機能」を有する設備を維持管理する。具体的な性能維持施設は下

表のとおり。 

 

（原子炉設置許可又は原子炉設置変更許可を受けた原子炉施設） 

機能 性能維持施設 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

 

粉じんを除去する機能 
原子炉建屋換気設備（生体遮へい冷却空気排風

機） 

 

換気設備のフィルタ（原子炉設置許可又は原子炉設置変更許可を受けた原子炉施設）の性

能は，以下のとおり。 

 原子炉建屋内の粉じんを除去できること。 

 

（廃止措置を実施するために必要な主要施設） 

機能 性能維持施設 

放射性粉じんを除去する

機能 

使用済燃料冷却池建屋換気設備 

放射性廃液処理建屋換気設備（MF-2，F-3，F-

4） 

固化処理建屋換気設備 

黒鉛スリーブ貯蔵庫及び燃料スプリッタ貯蔵庫

換気設備 

サイトバンカ（イ）Ａ，Ｂバンカ換気設備 

放射性廃液処理建屋連絡通路［Ａ］換気設備 

放射性廃液処理建屋連絡通路［Ｂ］換気設備 

放射性廃液処理建屋連絡通路［Ｃ］換気設備 

ホットワークショップ建屋換気設備 

サービス建屋２階換気設備 

 

換気設備のフィルタ（廃止措置を実施するために必要な主要施設）の性能は，以下のとお

り。 

- 72 -



注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

 

 各建屋等内の放射性粉じんを除去できること。 

 

４ 性能維持施設の維持期間 

（１）建屋・構築物等 

各建屋の「放射性物質閉じ込め機能（常温，常圧）」及び性能は，当該建屋の内包する汚染

を除去するまで維持管理する。 

原子炉本体（圧力容器）の「放射性物質閉じ込め機能（常温，常圧）」及び性能は，原子炉

領域安全貯蔵が終了するまで維持管理する。 

生体遮へい体の「放射線遮へい機能（常温，常圧）」及び性能は，原子炉本体等解体撤去工

事が終了するまで維持管理する。 

取水路の「希釈取水機能」及び性能，放水路の「希釈放流機能」及び性能は，管理区域解

除工事が終了するまで維持管理する。 

 

（２）放射性廃棄物処理設備 

使用済燃料冷却水処理系の「放射性廃棄物を貯留し，汚染拡大を防止する機能」及び性能

は，保管している全ての放射性廃棄物を搬出するまで維持管理する。 

雑廃液処理系，洗濯廃液処理系の「放射性廃棄物を貯留し，汚染拡大を防止する機能」及

び性能，放射性液体廃棄物希釈設備の「希釈放流機能」及び性能は，原子炉領域解体撤去及

び原子炉領域以外の解体撤去が終了するまで維持管理する。 

 

（３）放射性廃棄物貯蔵設備 

放射性廃棄物貯蔵設備の「汚染拡大を防止し，放射線を遮へいする機能」及び性能は，保

管している全ての放射性廃棄物を搬出するまで維持管理する。 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

 

（４）換気設備 

換気設備の「放射性物質拡散防止機能」及び性能は，当該設備が設置されている建屋内の

汚染（当該設備に係る汚染は除く。）を除去するまで維持管理する。 

 

（５）換気設備のフィルタ 

原子炉建屋換気設備（生体遮へい冷却空気排風機）のフィルタの「粉じんを除去する機能」

及び性能は，高性能粒子フィルタ装置の導入が終了し，フィルタ装置の使用が可能となるま

で維持管理する。 

その他換気設備のフィルタの「放射性粉じんを除去する機能」及び性能は，当該設備が設

置されている建屋内の汚染（当該設備に係る汚染は除く。）を除去するまで維持管理する。 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

添付書類九 品質保証計画に関する説明書 

 

 

廃止措置期間中における東海発電所の品質保証計画については，「核原料物質，核

燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」第 35 条第 1 項，「実用発電用原子炉の設

置，運転等に関する規則」第 7 条の 3，同規則第 7 条の 3 の 2，同規則第 7 条の 3 の

3 及び同規則第 16 条第 2 項に基づき，東海発電所原子炉施設保安規定（以下「保安

規定」という。）において，社長をトップマネジメントとする品質保証計画を定め，

保安規定及び品質保証規程並びにそれらに基づく下部規程により廃止措置に関する

保安活動の計画，実施，評価及び改善の一連のプロセスを明確にし，これらを効果的

に運用することにより，原子力安全の達成・維持・向上を図ることとする。 

また，廃止措置期間中における設計管理は，廃止措置の安全の重要性に応じた管

理を実施し，添付書類六の廃止措置期間中に機能を維持すべき設備（放射線管理設

備，換気設備，建屋・構築物等）及びその他の設備（電源設備，照明設備等）は，保

守管理を実施する。これら東海発電所の廃止措置に係る業務は，この品質保証計画

のもとで実施する。 

 

添付書類九 廃止措置に係る品質マネジメントシステムに関する説明書 

 

１ 概要 

廃止措置期間中における東海発電所の安全を達成・維持・向上させるため，東海発電所設

置変更許可申請本文第十一号の「発電用原子炉施設の保安のための業務に係る品質管理に必

要な体制の整備に関する事項」に基づき，廃止措置に係る保安活動を確実に実施するための

品質マネジメントシステムを構築し，保安規定の品質マネジメントシステム計画に定めてい

る。 

品質マネジメントシステム計画では，社長をトップマネジメントとし品質マネジメントシ

ステムを定め，廃止措置に関する保安活動の計画，実施，評価及び改善の一連のプロセスを

明確にし，効果的に運用することにより，原子力安全の達成・維持・向上を図る。また，品

質マネジメントシステムのもとで性能を維持すべき施設及びその他の施設の施設管理等の

廃止措置に係る業務を実施する。 

 

２ 品質マネジメントシステム 

（１）組織は，品質マネジメントシステム計画に従って，品質マネジメントシステムを確立

し，実施するとともに，その実効性を維持するため，その改善を継続的に行う。 

（２）組織は，品質マネジメントシステムに必要なプロセスを明確にするとともに，そのプ

ロセスを組織に適用することを決定し，次に掲げる業務を行う。 

a) プロセスの運用に必要な情報及び当該プロセスの運用により達成される結果を文書

で明確にする。 

b) プロセスの順序及び相互の関係を明確にする。 

c) プロセスの運用及び管理の実効性の確保に必要な組織の保安活動の状況を示す指標

（以下「保安活動指標」という。）並びに当該指標に係る判定基準を明確に定める。 

実用炉規則

の改正に伴

う変更（「品

質保証計画」

を「廃止措置

に係る品質

マネジメン

ト」に変更）

 

実用炉規則

の改正に伴

う変更（品質

マネジメン

トシステム

に係る記載

の充実） 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

なお，保安活動指標には，安全実績指標（特定核燃料物質の防護に関する領域に係る

ものを除く。）を含む。 

d) プロセスの運用並びに監視及び測定（以下「監視測定」という。）に必要な資源及び

情報が利用できる体制を確保する（責任及び権限の明確化を含む。）。 

e) プロセスの運用状況を監視測定し分析する。ただし，監視測定することが困難である

場合は，この限りでない。 

f) プロセスについて，意図した結果を得，及び実効性を維持するための措置（プロセス

の変更を含む。）を講ずる。 

g) プロセス及び組織の体制を品質マネジメントシステムと整合的なものとする。 

h) 原子力の安全とそれ以外の事項において意思決定の際に対立が生じた場合には，原子

力の安全が確保されるようにする。これには，セキュリティ対策が原子力の安全に与

える潜在的な影響と原子力の安全に係る対策がセキュリティ対策に与える潜在的な影

響を特定し，解決することを含む。 

（３）組織は，健全な安全文化を育成し，及び維持する。これは，技術的，人的，組織的な

要因の相互作用を適切に考慮して，効果的な取組みを通じて，次の状態を目指している

ことをいう。 

a) 原子力の安全及び安全文化の理解が組織全体で共通のものとなっている。 

b) 風通しの良い組織文化が形成されている。 

c) 要員が，自ら行う原子力の安全に係る業務について理解して遂行し，その業務に責任

を持っている。 

d) 全ての活動において，原子力の安全を考慮した意思決定が行われている。 

e) 要員が，常に問いかける姿勢及び学習する姿勢を持ち，原子力の安全に対する自己満

足を戒めている。 

f) 原子力の安全に影響を及ぼすおそれのある問題が速やかに報告され，報告された問題
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

が対処され，その結果が関係する要員に共有されている。 

g) 安全文化に関する内部監査及び自己評価の結果を組織全体で共有し，安全文化を改善

するための基礎としている。 

h) 原子力の安全にはセキュリティが関係する場合があることを認識して，要員が必要な

コミュニケーションを取っている。 

（４）組織は，機器等又は個別業務に係る要求事項（関係法令を含む。以下「個別業務等要

求事項」という。）への適合に影響を及ぼすプロセスを外部委託することとしたときは，

当該プロセスが管理されているようにする。 

（５）組織は，保安活動の重要度に応じて，資源の適切な配分を行う。 

 

３ 経営責任者等の責任 

社長は，原子力の安全のためのリーダーシップを発揮し，責任を持って品質マネジメント

システムを確立させ，実施するとともに，その実効性を維持していることを，次に掲げる業

務を行うことによって実証する。 

a) 品質方針を定めること 

b) 品質目標が定められているようにすること 

c) 要員が，健全な安全文化を育成し，及び維持することに貢献できるようにすること（要

員が健全な安全文化を育成し，維持する取組に参画できる環境を整えていることをい

う。） 

d) マネジメントレビューを実施すること 

e) 資源が利用できる体制を確保すること 

f) 関係法令を遵守すること，その他原子力の安全を確保することの重要性を要員に周知

すること 

g) 保安活動に関する担当業務を理解し，遂行する責任を有することを，要員に認識させる
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

こと 

h) 全ての階層で行われる決定が，原子力の安全の確保について，その優先順位及び説明す

る責任を考慮して確実に行われるようにすること 

 

４ 個別業務に関する計画，実施，評価及び改善 

４．１ 個別業務に必要なプロセスの計画 

（１）組織は，個別業務に必要なプロセスについて，計画を策定するとともに，そのプロセ

スを確立する。 

（２）組織は，（１）の計画と当該個別業務以外のプロセスに係る個別業務等要求事項との整

合性を確保する。 

（３）組織は，個別業務に関する計画（以下「個別業務計画」という。）の策定又は変更（プ

ロセス及び組織の変更（累積的な影響が生じ得るプロセス及び組織の軽微な変更を含

む。）を含む。）を行うに当たり，次に掲げる事項を明確にする。  

a) 個別業務計画の策定又は変更の目的及び当該計画の策定又は変更により起こり得る結

果（当該変更による原子力の安全への影響の程度の分析及び評価，並びに当該分析及び

評価の結果に基づき講じた措置を含む。） 

b) 機器等又は個別業務に係る品質目標及び個別業務等要求事項 

c) 機器等又は個別業務に固有のプロセス，品質マネジメント文書及び資源 

d) 使用前事業者検査等，検証，妥当性確認及び監視測定並びにこれらの個別業務等要求事

項への適合性を判定するための基準 

e) 個別業務に必要なプロセス及び当該プロセスを実施した結果が個別業務等要求事項に

適合することを実証するために必要な記録 

（４）組織は，策定した個別業務計画を，その個別業務の作業方法に適したものとする。 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

４．２ 個別業務の実施 

組織は，個別業務計画に基づき，個別業務を次に掲げる事項（当該個別業務の内容等から

該当しないと認められるものを除く。）に適合するように実施する。 

a) 原子炉施設の保安のために必要な情報（保安のために使用する機器等又は実施する個

別業務の特性及び当該機器等の使用又は個別業務の実施により達成すべき結果を含む。）

が利用できる体制にあること 

b) 手順書等が必要な時に利用できる体制にあること 

c) 当該個別業務に見合う設備を使用していること 

d) 監視測定のための設備が利用できる体制にあり，かつ，当該設備を使用していること 

e) 監視測定を実施していること 

f) 本品質マネジメントシステム計画に基づき，プロセスの次の段階に進むことの承認を

行っていること 

 

４．３ 評価及び改善 

４．３．１ 監視測定，分析，評価及び改善 

組織は，監視測定，分析，評価及び改善に係るプロセス（取り組むべき改善に関係す

る組織の管理者等の要員を含め，組織が当該改善の必要性，方針，方法等について検討

するプロセスを含む。）を計画し，実施する。 

 

４．３．２ 不適合の管理 

（１）組織は，個別業務等要求事項に適合しない機器等が使用され，又は個別業務が実施さ

れることがないよう，当該機器等又は個別業務を特定し，これを管理する（不適合が確

認された機器等又は個別業務が識別され，不適合が全て管理されていることをいう。）。

（２）組織は，次に掲げる方法のいずれかにより，不適合を処理する。 
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注）下線は，変更箇所を示すものである。下線は，変更内容に含まない。       

東海発電所 廃止措置計画変更前後比較表 

変更前 変更後 備考 

a) 発見された不適合を除去するための措置を講ずること 

b) 不適合について，あらかじめ定められた手順により原子力の安全に及ぼす影響につい

て評価し，機器等の使用又は個別業務の実施についての承認を行うこと 

c) 機器等の使用又は個別業務の実施ができないようにするための措置を講ずること 

d) 機器等の使用又は個別業務の実施後に発見した不適合については，その不適合による

影響又は起こり得る影響に応じて適切な措置を講ずること 

（３）組織は，（２）a)の措置を講じた場合においては，個別業務等要求事項への適合性を実

証するための検証を行う。 

 

４．３．３ 改善 

組織は，品質マネジメントシステムの継続的な改善（品質マネジメントシステムの実効性

を向上させるための継続的な活動をいう。）を行うために，品質方針及び品質目標の設定，マ

ネジメントレビュー及び内部監査の結果の活用，データの分析並びに是正処置及び未然防止

処置の評価を通じて改善が必要な事項を明確にするとともに，当該改善の実施その他の措置

を講じる。 

 

５ 廃止措置に係る業務 

廃止措置期間中における品質保証活動は，廃止措置の安全の重要性に応じた管理を実施す

る。廃止措置に係る工事等の業務，性能維持施設の施設管理等の廃止措置計画に基づく活動

は，品質マネジメントシステム計画の下で実施する。 
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